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Proteção da Amazônia (Centre of Amazon 

Protection System) 
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Centro de Sensoriamento Remoto, IBAMA 

(Remote Sensing Center) 

リモートセンシング・センター（CEMAM
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Detecção de Desmatamento em Tempo Real 
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INPE が実施するリアルタイム森林伐採
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Directoria de Proteção Amboiental, IBAMA 

(Directorate of Environment Protevtiction, 

IBAMA) 

IBAMA 環境保護局 

DITEC Directoria Tecnico-Cientifica  DPF 技術科学部 

DPF 
Departamento de Polícia Federal (Federal 

Police Department) 
連邦警察 

GIS Geographic Information System 地理情報システム  

GPS Global Positioning System 全地球測位システム  

IBAMA 

Instituto Brasileiro do Meio Ambiente e dos 

Recursos Naturais Renovaveis 

 (Brazilian Institute of Environment and 

Renewable Natural Resources) 

ブラジル環境・再生可能天然資源院 

ICT Information and Communication Technology 情報通信技術 

INC 
Instituto Nacional de Criminalística (National 

Institute of Criminalistics） 
犯罪捜査研究所 

INDICAR 

Indicador de desmatamento por imagens de 

radar (Imaging and Radar Deforestation 

Indicator) 

IBAMA の違法伐採検出システム 

INPE 
Instituto Nacional de Pesquisas Espaciais 

(Nacional Institute for Space Research) 
国立宇宙研究所 

InteliGEO － 連邦警察の WebGIS システムの名称 



 
 

IT Information Technology 情報技術 

JAXA Japan Aerospace Exploration Agency 独立行政法人宇宙航空研究開発機構 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構  

M/M Minutes of Meetings  協議議事録  

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PALSAR 
Phased Array type L-band Synthetic Aperture 

Radar 

フェーズドアレイ方式 L バンド合成開口

レーダ(日本の衛星だいちに搭載されて

いる地球観測装置) 

PDM Project Design Matrix  プロジェクト・デザイン・マトリックス

PO Plan of Operations 活動計画 

PPCDAM Record of Discussion アマゾン森林減少阻止・管理計画 

R/D Record of Discussions  討議議事録  

SISCOM 

Sistema Compartilhado de Informações 

Ambientais（Environmental Information 

Sharing System) 

IBAMA の環境情報共有システム 
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レビュー調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名： ブラジル連邦共和国 案件名：アマゾン森林保全・違法伐採防止のための

ALOS 衛星画像利用プロジェクト 

分野：自然環境保全 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 

 森林・自然環境保全第二課 

協力金額（評価時点）：約 3.3 億円 

 

 

協力期間 

（R/D）： 2009年 6月 17日～2012

年 6 月 16 日 

（R/D 上の記載は「最初の専門家

派遣から 3 年間」） 

先方関係機関： 連邦警察（DPF）及びブラジル環境・

再生可能天然資源院（IBAMA） 

（延長）：  

（F/U） ： 他の関連協力： 

（E/N）（無償）   

１－１ 協力の背景と概要 

 ブラジル連邦共和国（以下、「ブラジル」と記す）政府は広大なアマゾン熱帯雨林の保全のた

めに 1970 年代から衛星画像を活用してきた。2004 年からは前年の大統領令に基づいて策定され

た「アマゾン森林減少阻止・管理計画（PPCDAM）」が 13 省庁の連携により開始され、ほぼリア

ルタイムで伐採状況を把握できる衛星モニタリングシステム（DETER）の導入や環境犯罪の取り

締まり強化等を実施し、これらが森林伐採の減少に貢献している。 

 衛星画像による森林の監視は熱帯雨林の伐採を抑制するための重要な手段であるが、光学セン

サを用いた従来のモニタリングシステムでは、年間 5 カ月近く厚い雲に覆われているアマゾン地

域において、この期間地上の状況をとらえることができず、違法伐採者がこの間に作業を完遂し

てしまうため、その有効性には限界があった。 

 他方 2006 年に打ち上げられたわが国の陸域観測技術衛星 ALOS2に搭載された PALSAR3では、

光学センサと異なり雲の状況に関係なく地上の状況が把握できるため、アマゾン地域の森林モニ

タリングに貢献する高いポテンシャルを有している。 

 かかる状況のもと 2007 年から日本宇宙航空研究開発機構（JAXA）はブラジル国環境・再生可

能天然資源院（IBAMA）に対する ALOS 画像の提供を開始した。しかしながら ALOS/PALSAR

画像は従来の光学センサの画像と性質が異なるため、ブラジルでは違法伐採取締を目的とした解

析・判読技術が確立されておらず、JAXA からの画像提供が開始された時点ではブラジル側での

画像の解析・判読に時間を要し、また既存の衛星モニタリングシステムと ALOS 画像データの統

合活用にも課題を抱えている状況にあった。 

 かかる状況のもと、ブラジル政府は ALOS/PALSAR 画像をアマゾンの熱帯雨林保全に活用する

                                                  
2 ALOS：Advanced Land Observing Satelite、2006 年に宇宙航空研究開発機構（JAXA）が打ち上げた陸域観測技術衛星。愛称「だ

いち」。 
3 PALSAR：Phased Array type L-band Synthetic Aperture Radarフェーズドアレイ方式Lバンド合成開口レーダ。マイクロ派センサ

により昼夜、天候にかかわらず地上の状況が把握できる。 
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能力の向上やシステムの構築を目的として、2007 年にわが国に対して技術協力プロジェクトを

要請した。 

 これを受け、「アマゾン・森林保全違法伐採防止のための ALOS 衛星画像利用プロジェクト」

は、IBAMA 及び森林違法伐採の取り締まりに重要な役割を果たすブラジル連邦警察（DPF）の

両機関をカウンターパート（C/P）機関として 2009 年 6 月より 2012 年 6 月まで 3 年間の予定で

実施された。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標：衛星画像に基づく違法伐採に係る技術情報を基に、取り締まりが強化される。

(2) プロジェクト目標： ALOS/PALSAR 画像に基づくブラジル・アマゾンにおける違法伐採

に係る技術情報が取り締まりのために提供される 

(3) 成果 

① ALOS/PALSAR データを利用して、森林伐採地及びその可能性がある地域が発見され

る。 

② DPF 及び IBAMA において衛星モニタリングシステムの情報の流れが改善される。 

③ DPF 及び IBAMA の人材の違法伐採を検出し、特徴づける能力が向上される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 3.3 億円 

短期専門家派遣 4 名 機材供与 7,300 万円（ただし、2011

年 11 月末）  

研修員受入 16 名（DPF8 名、

IBAMA8 名） 

ローカルコスト負担 2,930万円 （ただし 2011

年 10 月末） 

相手側： 
人員配置 DPF：7 名 

IBAMA：8 名 
ローカルコスト負担 129万 8,000USドル（た

だし、2010 年 11 月末）
 

２. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野、氏名、職位） 

団長/総括 遠藤 浩昭 
JICA 地球環境部 森林・自然環境グルー

プ 森林・自然環境保全第二課 課長 

森林保全/衛星情報析 平田 泰雅 
（独）森林総合研究所 温暖化対応推進

室長 

技術普及 竹田パトリシア
JICA ブラジル事務所ナショナル・スタッ

フ 

協力企画 関口 卓哉 
JICA 地球環境部 森林・自然環境グルー

プ 森林･自然環境保全第二課 

評価分析 廣内 靖世 
（株）国際開発アソシエイツ パーマネ

ント・エキスパート 
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調査期間 2011 年 11 月 15 日〜2011 年 12 月 2 日 評価種類： 終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
３－１－１ 成果の実績 
① 成果 1：成果 1 はおおむね達成しており、プロジェクト終了までには完全に達成する見込

みである。プロジェクトで開発されたソフトウェアにより、2009 年 12 月以降、

ALOS/PALSAR の ScanSAR 画像の多時期合成不良は 0 になった。森林伐採発見手法（判

読ガイド、森林分類ツール、変化発見ツール）は既に開発され、2012 年 3 月までに改訂

を完了させる見込みである。IBAMA 用の森林伐採地発見技術マニュアルは既に作成/承認

され、環境分析官が利用できるように環境情報共有システム（SISCOM）にアップロード

されている。DPF 用の ALOS 画像を用いた鑑定書作成技術マニュアルの初版も作成/承認

され、犯罪科学捜査官が利用できるように InteliGEO にアップロードされている。これら

技術マニュアルは 2012 年 3 月までに更新され、同年 4 月までに SISCOM 及び InteliGEO

にアップロードされる見込みである。 

② 成果 2：成果 2 はおおむね達成しており、プロジェクト終了までに、実質的に達成する見

込みである。DPF の情報共有メカニズムである InteliGEO は 、2010 年 11 月に、全国の犯

罪科学捜査官に正式に公開された。ALOS/PALSAR 画像を利用/参照した違法伐採に関す

る鑑定書は作成されてから 1 週間以内（2 日以内）に InteliGEO にアップロードされ、他

の犯罪科学捜査官に共有されている。また、InteliGEO の直近 6 カ月間の純アクセスは、

その前の 6 カ月間に比べて 5%以上（163%）増えた。一方、法定アマゾン 9 州の IBAMA

地方事務所は、2009 年 12 月以降、本部の違法伐採検出システム（INDICAR）/SISCOM

とリンクしており、IBAMA の調査によれば、ALOS 運用停止前の最終 3 サイクルにおい

ては、全事務所が INDICAR/SISCOM に最低 1 度はアクセスし、アップロードされた森林

伐採地情報を活用した。検出された森林伐採地の現地調査結果が IBAMA 本部にフィード

バックされた割合については ALOS の停止に伴い関連情報を得られなかった。 

③ 成果 3：成果 3 は半ば達成しており、ALOS 運用停止に伴う研修修了生数の不足を除いて

プロジェクト終了までにはおおむね達成する見込みである。IBAMA/DPF を対象とした

ALOS/PALSAR 画像の一般的利用に関する基礎・上級コースが、IBAMA により開発された。

DPF 専用コースについては、国家警察学校のオンライン研修プログラムに組み込まれるこ

とを想定した研修コースの開発が計画されており、2012 年 4 月開講を目指して作業が進め

られている。プロジェクト期間中合計 6 回の研修が予定されていたが、これまで、4 回の

研修（IBAMA/DPF 対象基礎コース 3 回、上級コース 1 回）が実施され、60 名（DPF 犯罪

科学捜査官 28 名、IBAMA 環境分析官 32 名）が IBAMA の研修修了証書を受領した。第 2

回上級コースは 2011 年 4 月の ALOS の運用停止により中止になったため、特に IBAMA の

研修参加者が計画より少ない結果となる。アンケート結果によれば、平均して研修生の 80％

以上（92%）が、受講した研修の「理解度」「活用度」について三段階の中以上の評価を与

えている。これまで、体系的なモニタリング・評価は行われていないが、プロジェクト終

了までには、これまでの研修の評価をまとめて行う予定である。また、これらのフィード

バックに基づき研修コースが更新される予定である。 
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３－１－２ プロジェクト目標の実績 
 IBAMA が森林伐採地検出に要する時間は、プロジェクト前は 1 カ月以上だったが、プロ

ジェクトで開発された手法の適用により、ALOS 運用停止前の最終サイクル時には平均 9.5

日（休日を含む）に短縮されていた。ALOS の運用停止により、実用化/検証は不可能だが、

現在開発中の半自動変化検出ツールの完成により、プロジェクト終了までには、検出時間

を 2 就労日に短縮することが技術的に可能になる見込みである。また、検出された森林伐

採地の情報（森林伐採ポリゴン）が IBAMA の地方事務所に提供されるまでに要する時間は、

プロジェクト前は 69 日だったが、ALOS 運用停止前の最終サイクル時には平均 5.78 日（休

日を含む）に短縮されていた。ALOS の運用停止により実用化/検証は不可能だが、その後、

INDICAR/SISCOM で作成された森林伐採ポリゴンを SISCOM のデータベース（GeoDB）に

入れる仕組みを通じて、森林伐採ポリゴンを即座に地方事務所に提供することが技術的に

は可能になっている。一方、2010 年 12 月から 2011 年 11 月の 1 年間に、DPF は合計 90 本

の鑑定書を ALOS/PALSAR 画像を利用/参照して作成した。プロジェクト目標の達成につい

ては ALOS 運用停止により検証は不可能であるものの、プロジェクト終了までには技術的

には達成される見込みである。 

 

３－２ 評価結果の要約 
(1) 妥当性：高い 
 妥当性は高い。 

プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は現在でもブラジル及びターゲット・グ

ループ（DPF 及び IBAMA）のニーズと合致している。また、上位目標及びプロジェクト目

標はブラジルの国家開発計画及び日本の政府開発援助（ODA）政策との整合性もある。プ

ロジェクト・スタッフへのインタビューにより日本の技術優位性も確認された。ブラジル

のアマゾン地域の森林モニタリングにおける ALOS/ALOS-2 データの比較優位性も確認さ

れた。 

総合的に判断すると、プロジェクト目標は現在でも妥当である。 

 
(2) 有効性：高い 
 有効性は高い。 

2011 年 4 月の ALOS の予期せぬ運用停止によって一部指標は客観的な検証が不可能であ

るが、プロジェクト目標は、技術的にはほぼ達成されており、プロジェクト終了までに実

質的に達成されるとみられる。また、プロジェクト目標と成果の間には論理的整合性が保

たれている。各成果については、現時点でその達成度に違いはあるが、それぞれプロジェ

クト目標の達成に貢献してきた。 

以上を勘案すると、プロジェクトは実質的に有効であるといえる。 

 

(3) 効率性：中程度  

 効率性は中程度である。 

 指標の達成度及び活動の進捗度から判断すると、成果は、おおむね計画どおり産出され
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つつあると考えられる。成果 1 及び成果 2 はプロジェクト終了までに達成する見込みであ

る。一方、成果 3 は、半ば達成しているが、ALOS の運用停止の影響で、プロジェクト終

了までに研修修了生の目標人数を十分に達成することは難しい。 

 ブラジル側・日本側の投入は、タイミング・質・量の点で、（i） 世界経済危機に起因す

る供給不足から DPF の情報共有メカニズム（InteliGEO）の本格的開発に必要な機材の調達

が遅れたこと、（ii）手続き上の理由で DPF の鑑定書作成に必要な ALOS/PALSAR の高画質

画像の調達が遅れたこと、及び（ iii ） IBAMA において情報共有メカニズム

（INDICAR/SISCOM）専任の IT スペシャリストが不在であること以外をのぞいては、おお

むね適切であった。機材調達の遅れについては、DPF 及び専門家チームの努力、並びに

IBAMA による機材の臨時貸与（無償）により、成果の産出への悪影響は最小限に留められ

た。一方で、IBAMA における INDICAR/SISCOM 専任の IT スペシャリストの不在は、中間

レビュー時以来の懸案事項である。ただし、他業務との兼任で INDICAR/SISCOM を担当し

てきた IT スペシャリストの努力、及び IBAMA の同僚と専門家チームの支援により、関連

成果は産出されつつある。投入は成果の産出におおむね貢献してきたといえる。 

ALOS 運用停止という外部要因を考慮し総合的に判断すると、プロジェクトの効率性は中

程度であったといえる。 

 

(4) インパクト： 中程度 

1) 上位目標レベルのインパクト：プロジェクト終了から 3 年以内には、衛星画像の技術情報に

基づき、違法伐採に関する取り締まりが強化される見込みである。ただし、「DPF 及び IBAMA

のアマゾン地域の取り締まりにかかる権限が大きく変わらない」こと及び「ALOS-2 の打ち

上げが現行スケジュール（2013 年 8 月）より大幅に遅れない」ことが、本調査において新

たに追加された外部条件である。 

 
2) その他のインパクト： 既にさまざまな正のインパクトが確認されており、今後、さらに発

現するとみられる。一方、負のインパクトは確認されておらず、今後も予測されない。  
 正のインパクトとしては、例えば、ALOS の運用停止前は、ALOS/PALSAR 画像の利用によ

り、ブラジルのアマゾン地域の衛星モニタリングが 1 年中可能であった。また、ALOS の運

用停止までに、IBAMA によって、2,000 以上の森林伐採地が検出された。IBAMA によれば、

ブラジルのアマゾン地域の森林伐採地域はこの 2 年間で 40％減少しており、これには、取

締まりに ALOS/PALSAR 画像及び INDICAR/SISCOM を利用している IBAMA スタッフの努

力も部分的に寄与している。DPF 情報共有システムである InteliGEO の構築により、ブラジ

ル中の犯罪科学捜査官が、鑑定書作成に有益な情報を入手できるようになった。

ALOS/PALSAR の高画質画像及び InteliGEO を利用することにより、DPF は、より多くの情

報源・より正確で最新の情報をもって、より質の高い鑑定書を裁判所に提出することが可能

になった。  
 

(5)  持続性：中程度 

 持続性は中程度である。  
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1) 組織・制度面：衛星画像に基づく技術情報を利用した違法伐採取り締まりに対する政策的・

法的支援は今後も継続すると見込まれる。ただし、ブラジルでは、現在、「自然環境保護に

おける連邦政府、州政府、連邦区政府、及び市政府間の協力」に関する下院法案の大統領認

可に向けて最終調整段階に入っており、その進展が DPF 及び IBAMA のアマゾン地域におけ

る取り締まり権限に関する影響について、注意が必要である。ほぼすべてのプロジェクト・

スタッフは連邦政府の正規職員であり、雇用は保証されていること、関連ポストに引き続き

配置されると見込まれることから、プロジェクトを通じて習得した技術・経験は引き続き活

用されると思われる。プロジェクトの共同実施を通して DPF と IBAMA の協力関係は強化さ

れており、プロジェクト終了後もその関係は維持されると思われる。なお、DPF と IBAMA

においては、組織単位の包括的な協力協定締結に向けた手続きが進行中である。 

 

2) 財政面：これまでのところ、DPF 及び IBAMA はプロジェクト活動実施に必要な予算を措置

してきた。また、プロジェクトを現場レベルで担当している DPF の国立犯罪科学研究所（INC）

環境犯罪科学セクション（APMA）及び IBAMA のリモートセンシング・センター（CSR）

に対する予算は、政府のアマゾン地域の違法伐採取り締まりに対するコミットメント及び取

り締まりへの衛星画像の利用に関する組織的関心を反映して、増加している。特に、DPF に

ついては、既に、InteliGEO の拡張に際して、関心をもつ部署（薬物取締り部署を含む）から

財政的（及び技術的）支援を獲得し始めている。ただし、プロジェクト期間中は日本側が調

達している ALOS/PALSAR の高画質画像に関するプロジェクト後の予算確保については、最

近、割引価格が設定されている研究目的画像の購入可能数が、1 機関あたり年間 50 シーンに

制限されたこともあり、不透明である。 

 

3) 技術面：プロジェクト・スタッフは、専門家チームから最小限の助言を得つつ、プロジェク

トの活動の計画・実施において主要な役割を果たしており、プロジェクト終了までに活動の

継続に十分な技能・知識を備えることができる。ただし、2013 年に打ち上げが予定されてい

る ALOS-2 の画像に、将来的な技術支援なしで十分に適応できるかどうかは不確かである。

プロジェクトによって移転された手法・技術及びプロジェクトの成果品は現地のニーズ及び

レベルに適合している。ALOS-2 のセンサのスペックから判断すると、移転技術/手法及び成

果品は、今後若干の修正は必要になるかもしれないが、ALOS-2 に適用可能である。これま

での活用実績及び DPF 及び IBAMA からの高い評価を考慮にいれると、プロジェクト終了後

も、継続的に活用/普及されると見込まれる。また、供与機材もプロジェクト終了後、十分に

活用され、適切な保守管理が行われると思われる。 

   以上を勘案すると、プロジェクトの自立発展性は、（i）DPF 及び IBAMA のアマゾン地

域の取り締まりにかかる権限が大きく変わらないこと、（ii） ALOS-2 の打ち上げが現行ス

ケジュール（2013 年 8 月）より大幅に遅れないこと、（iii）DPF が ALOS/ALOS-2 画像調達

に必要な予算を確保できることが満たされれば、確保される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 
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 特になし 

 
(2) 実施プロセスに関すること 
 当初計画されたような共同実施協定は結ばれていないが、プロジェクトは DPF と

IBAMA がアド・ホックに会合を開催する、必要機材を融通し合うなどの緊密なパート

ナーシップによって実施されてきた。プロジェクト内のコミュニケーションは、活動の

円滑な実施に十分であり、ブラジル側・日本側に相互理解・尊敬・信頼が醸成されてい

る。 

 プロジェクトは、国立宇宙研究所（INPE）やアマゾン保護システム運営管理センター

（CENSIPAM）等の現地機関のデータベースと InteliGEO をリンクさせ衛星情報を共有

する、IBAMA が開催した ALOS/PALSAR 画像の一般的利用に関する基礎研修・上級研

修に CENSIPAM 職員が参加するなど、連携/協力して実施されてきた。 

 DPF の技術科学部長 （プロジェクト・ダイレクター） 及び IBAMA の環境保護部長〔合

同調整委員会（JCC）議長〕のプロジェクト及び衛星画像に基づく技術情報を利用した

違法伐採取締まりに関するイニシアティブとコミットメント、並びに DPF 及び IBAMA

のプロジェクト・スタッフの積極性、モーチベーションの高さ、及び勤勉さが森林伐採

発見手法や環境情報共有システムの開発等の成果産出に貢献した要因である。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 
 プロジェクト開始前に日本側・ブラジル側の協議によって作成されたプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（PDM）は、プロジェクト管理のツールとしては十分に詳細では

なかった。たとえば、ほとんどの指標は客観的に検証できず、定義もあいまいであった。

また、PDM の活動（あるいは詳細活動）のスケジュール、責任機関、担当者、投入等

を記載した活動計画（PO）書は作成されなかった。また、上位目標の指標について協

議し、2011 年前半までに明確化することとしていたが、これらの作業が行われなかった

ため、上位目標の達成度が測定困難となった。 

 ALOS はプロジェクト期間中に設計寿命を迎えることになっていたが、プロジェクト期

間中の運用停止がプロジェクトに与え得る影響及び対処策について、十分に検討され

ず、計画内容にも十分に反映されなかった。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
 関係者の協議により、中間レビュー時に PDM が修正され、PO が作成されるまで、プロ

ジェクト管理が不十分であった。プロジェクトの全体的な実施プロセス、PO/年間活動

計画（APO）に基づく活動の進捗状況、成果やプロジェクト目標の正確な達成度につい

て、プロジェクト関係者が明確かつ共通の理解をもつことが困難だった。 

 ALOS の予期せぬ運用停止がプロジェクトに与え得る影響及び対処策について、実際に

それが起きるまで、関係者間で十分に検討されなかった。 
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３－５ 結論 

ブラジル側人員の積極的なコミットメントと日本人専門家チームの支援により、ALOS の予

期せぬ運用停止を除き、プロジェクトは円滑に実施され、計画どおりの成果を達成してきた。

プロジェクト終了までにプロジェクト目標は技術的には達成される見込みであり、2012 年 6 月

に計画どおり終了するのが適切である。 

プロジェクト目標は依然としてブラジルのニーズに合致しており、またアマゾンの森林モニ

タリングにおける ALOS/ALOS-2 の比較優位が認められることから、プロジェクトは現在でも

妥当である。プロジェクト目標は実質的に達成されており、各成果がプロジェクト目標達成に

寄与したと考えられることから、プロジェクトは有効である。ALOS の運用停止の影響で、プ

ロジェクト終了までに研修修了生の目標人数を十分に達成することは困難であるが、ブラジ

ル・日本双方の協力によりおおむね適切に投入がなされたことから効率性は中程度である。既

にさまざまな正のインパクトが確認されており、今後、さらに発現することが期待される。持

続性は、（i）ALOS-2 の打ち上げスケジュールが大きく遅延せず、（ii）アマゾンにおける DPF

と IBAMA の取り締まり権限が大きく変わらず、（iii）DPF が ALOS/ALOS-2 の画像の調達に必

要な予算を確保できれば、担保される見込みであり、中程度である。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 プロジェクト成果の普及 

 ブラジル・アマゾン地域の森林伐採地域面積が 2 年間で 40％減少したことにプロジ

ェクトが部分的に貢献するなど、一定の成果をあげていることから、DPF 及び IBAMA

は JICA の第三国研修等を通じプロジェクトが構築した優れた技術や成果を他国へ普及

していくことを検討していくべきである。 

 

 ALOS 画像の継続的利用 

プロジェクト期間中は日本側が調達している ALOS/PALSAR の高画質画像をはじめと

した衛星画像の利用のための協定や予算確保等の準備を進める必要がある。 

 

３－７ 教訓 

ALOS の運用停止は、幸いにもプロジェクト終盤に発生したためプロジェクト活動に大きな影

響は生じなかったが、衛星画像を活用するプロジェクトでは、衛星の運用停止というリスクに

配慮し、あらかじめその対応を検討しておくべきである。 

他方、プロジェクトの活動が他の活動と関わりが強い場合、双方が影響し合うことにより継

続性が増す場合がある。具体例として、DPF の InteliGEO は、違法伐採以外の環境犯罪対策に

も活用されており、他の事業・システムからの投入によって InteliGEO の改善や拡張がなされ、

違法伐採に限らない DPF の多様な活動に強い影響を与えることとなった。 
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Terminal Evaluation Summary 
1. Outline of the Project 
Country：Federative Republic of Brazil 
 

Project title：Utilization of ALOS Images to Support 
Protection of the Brazilian Amazon Forest and Combat 
against Illegal Deforestation 

Issue/Sector：Forest and Nature Conservation Cooperation Scheme：Technical Cooperation 
Division in charge：Forestry and Nature 
Conservation Division 2, Forestry and Nature 
Conservation Group, Global Environment 
Department  

Total cost (at the time of evaluation)：330 million yen 

Period of 
Cooperation 

(R/D): June 2009-June 2012 
 

Country Partner Implementing Organization： 
Departamento de Polícia Federal (DPF), Instituto Brasileiro 
do Meio Ambiente e dos Recursos Naturais Renovaveis
(IBAMA) 
Supporting Organization in Japan： 

1-1 Background and outline of the project 
   Satellite monitoring systems play an important role in the Plan of Action for the Prevention and Combat 
against the Deforestation in Amazonia (PPCDAM). The plan has been operated through a partnership of 13 
ministries, and as a result, 20 million hectares of conservation units were created, the System of Real Time 
Detection of Deforestation (DETER) and the Project on the Monitoring of Deforestation in Legal Amazon 
(PRODES) were established, the Document of Forest Origin (DOF) which proves legal tree felling was 
introduced, number of imprisoned persons involved in environmental crimes increased, dozens of irregular 
companies were discovered, and the deforestation was remarkably reduced. Although satellite monitoring 
systems are useful tools to monitor Amazon, there is a serious problem. Amazon is covered by thick clouds 
about half a year and during that time, monitoring by optical sensors is difficult. 
   The Japanese satellite Advanced Land Observing Satellite DAICHI (ALOS) loads a Phased Array Type 
L-band Synthetic Aperture Radar (PALSAR), which can obtain images regardless of the weather. By using 
ALOS, it becomes possible to monitor the Amazon rainforest throughout the year so that a deterrent effect to 
environmental crimes can be strengthened. 
   Thus, Japan Aerospace Exploration Agency (JAXA) began to provide Brazilian Institute of Environment 
and Renewable Natural Resources (IBAMA) with ALOS images. The properties of ALOS/PALSAR images, 
however, are not different from existing satellite images by optical sensors, and analysis and interpret 
technique for enforcement of illegal deforestation using ALOS/PALSAR images was not developed, thus there 
have been several problems including taking a lot of time to be analyzed and interpreted, and integrating ALOS 
satellite data with other existing satellite monitoring systems. 
   Therefore, the Japanese technical cooperation project "the Project for Utilization of ALOS Images to 
support the protection of the Brazilian Amazon Forest and Combat Against Illegal Deforestation" started in 
June 2009, and JICA will cooperate with the Department of Federal Police (DPF) and IBAMA until June 2012.
 
1-2 Project Overview 
(1) Overall Goal 

 Law enforcement is enhanced ground on technical information based on satellite images on illegal 
deforestation. 
 

(2) Project Purpose 
 Technical information based on ALOS/PALSAR images on illegal deforestation in the Brazilian Amazon is 
provided for law enforcement. 
 

(3) Outputs 
 Output 1: Deforestation areas including suspicious areas are detected using ALOS/PALSAR data. 
 Output2: The information flow of satellite monitoring system throughout DPF and IBAMA is improved. 
 Output3: Human resources in DPF and IBAMA are upskilled to detect and characterize illegal deforestation.
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(4) Inputs 

Japanese side: 
Dispatch of Experts : 4 persons 
Provision of Equipment : 73.2 million yen 
Training in Japan : 16 persons (8 each from DPF and IBAMA) 
Local cost : 29.3 million yen (as of October 2011) 

Brazilian Side: 
Counterpart : DPF 7 persons, IBAMA 8 persons 
Local cost : US$ 1,298,000 (as of November 2011) 
 

2. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 

＜Japan side＞ 
Mr. Endo Hiroaki (Team Leader) Director, Forestry and Nature conservation Division 2, Global 

Environmental Department, JICA 
Dr. Hirata Yasumasa (Forest Conservation/ Satellite Image Analysis) Head of Climate Change Office, 

Forestry and Forest Products Research Institute) 
Ms. Patricia Shizuka Takeda (Technical Dissemination) Staff of JICA Brazil 
Mr. Sekiguchi Takuya (Cooperation Planning) Officer, Forest and Nature Conservation Division 2, 

Global Environmental Department, JICA 
Ms. Hirouchi Yasuyo (Evaluation/ Analysis) Permanent Expert, International Development 

Associates Ltd. 
＜Brazil side＞ 
Mr. Eron Carlos da Costa (Team Leader) Project Analyst, Brazilian Cooperation Agency, Ministry of 

External Relations 
Ms. Camila Aparecida Lima (Member) Analyst on Natural Resources and Environmental Analysis, 

Operational and Management Division, Centre of Amazon Protection System (CENSIPAM) 
Mr. Paphael de Oliveira Borges (Member) Support Analyst on Natural Resources and Environmental 

Analysis, CENSIPAM 
Period of 
Evaluation 15th November, 2011～2nd December, 2011 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

 
3. Result of Evaluation 
3-1 Achievement of the Project 
(1) Project Progress 
1) Output 1. 
   Output 1 has been mostly achieved and is expected to be fully achieved by the Project end. 
Methodologies for deforestation detection, including interpretation guide, forest classification tool, and change 
detection tool, developed by the Project，are expected to be updated by March 2012. Initial version of the technical 
manuals for IBAMA and DPF have been developed and uploaded to SISCOM for the use of Environmental 
Analysts and to InteliGEO for the use of Forensic Experts of DPF respectively. The manuals are expected to be 
updated by March 2012 and uploaded to SISCOM and InteliGEO by April 2012. 
 
2) Output 2 
   Output 2 has been mostly achieved. It is expected that, in effect, the Output would be achieved by the Project 
end. 
   Information sharing mechanism of DPF (InteliGEO) was officially released in November 2010. All of the 
Forensic Reports produced by DPF Forensic Experts, utilizing/referring to ALOS/PALSAR images, have been 
made available in InteliGEO for other Experts within one week after their completion (within an average of 2 
days). Semi-annual access to InteliGEO has been increased by more than 5% (163%) in relation to the previous 
semester. Regional Offices in Legal Amazon States have been linked with INDICAR/SISCOM of IBAMA 
Headquarters since December 2009. According to IBAMA, all of the 9 Legal Amazon States utilized the 
Deforestation Polygons uploaded in INDICAR/SISCOM in the last 3 cycles of ALOS operation. Less than 10% of 
the results of the visits of the detected deforestation areas used to be reported back from the Regional Offices, 
however. In order to ensure the feedbacks from the Regional Offices, IBAMA has developed a feedback system, 
but it has not been put into use due to unexpected termination of operation of ALOS. 
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3) Output 3 
   Output 3 has been mostly achieved but would not be fully achieved due to an external condition beyond the 
control of the Project (unexpected termination of ALOS). 
Basic and Advanced Courses for IBAMA and DPF for the general use of ALOS/PALSAR images have been 
developed. So far, four trainings (Basic and one Advanced Courses) have been conducted and a total of 60 training 
participants (28 DPF Forensic Experts and 32 IBAMA Environmental Analysts) have been awarded the certificates 
by IBAMA. Since the second Advanced Course for general use was canceled due to unexpected termination of 
ALOS operation, the number of staff members, in particular those from IBAMA, trained through the Project 
would be less than planned. Meanwhile, DPF plans to develop a web-based Basic Course training, expecting that 
the Course would be included in the online training program offered by the National Police Academy. Evaluation 
of the training is yet to be conducted though informal feedbacks from the trainees have been reflected in planning 
of the subsequent trainings. It is noted that the Project plans to conduct evaluation by the Project end. 
 
(3) Progress towards the Project Purpose 
   Time for the deforestation detection after IBAMA received the Scan Synthetic Aperture Radar (ScanSAR) 
images of ALOS/PALSAR decreased from more than one month in the beginning of the Project to average of 9.5 
days, including rest days, at the last Cycle of ALOS operation. With a semi-automatic change detection tool under 
development in place, it is technically possible to further reduce the time for the deforestation detection to 2 
working days. 
 
3-2 Review by the Five Criteria 
(1) Relevance : high 
   The prospect of Relevance was evaluated as “high” from the following reasons. 
   The Overall Goal and the Project Purpose are still relevant with the needs of Brazil and Target Groups (DPF 
and IBAMA). They are still consistent with the national development plan of Brazil as well as the Official 
Development Assistance (ODA) policies of Japan. Japanese technical advantage has been confirmed. The 
comparative advantage of ALOS/ALOS-2 images in forest monitoring has been also confirmed. 
Overall, the Project is still relevant. 
 
(2) Effectiveness : high 
   The prospect of Effectiveness was evaluated as “high” from the following reasons. 
   Although objectively verifiable data was not available due to ALOS shutdown in April 2011, judging from the 
achievement level of the Indicators, the Project Purpose is expected to be practically achieved by the end of the 
Project. In Addition logical relation between the Project Purpose and the Outputs is confirmed. Progresses of each 
output are different at the time. However they have contributed to the achievement of the Project Purpose.  
The Project is considered to be practically effective. 
 
(3) Efficiency : Medium 
   The prospect of Efficiency was evaluated as “Medium” from the following reasons. 
   Progress has been made mostly as expected in producing Outputs, judging from the achievement level of its 
Indicators as well as the progress of the Activities. Output 1 and Output 2 would be produced by the end of the 
Project. Output 3 has been mostly produced but would not be fully produced by the Project end mainly because of 
unexpected termination of ALOS operation.  
   Inputs from the Brazilian and Japanese sides have been mostly appropriate in producing the Outputs in terms 
of timing, quality and quantity, except for (i) the delay of the initial delivery of the equipment and high-resolution 
images of ALOS/PALSAR, which are necessary for operationalization of information sharing mechanism of DPF 
(i.e. InteliGEO) and production of Forensic Reports with ALOS images and (ii) absence of IT specialist(s) solely 
engaged in INDICAR/SISCOMof IBAMA. As for the former, the adverse effect on production of the Output was 
minimized because IBAMA, as an emergency measures, had rented their server computer for free of charge to 
DPF until the basic equipment was delivered and DPF made the existing equipment temporarily available for the 
Project. Absence of IT specialist(s) solely engaged in INDICAR/SISCOM is a lingering concern for CSR/IBAMA. 
The Evaluation Team notes that through the hard work of the IT specialists, who worked with INDICAR/SISCOM 
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on part-time basis, as well as support and collaboration from their colleagues and Japanese Expert team, the 
Output is being produced. 
   The Inputs are considered to have contributed to production of the Outputs mostly. Overall, the Project is 
considered to have been mostly efficient. 
 
(4) Impact : Medium 
Impacts at the Overall Goal level: The Overall Goal is likely to be achieved in three years after the Project end. 
The Evaluation Team notes that (i）“responsibilities of DPF and IBAMA in law enforcement in the Brazilian 
Amazon do not change drastically” and (ii)“ALOS-2 launch and provision of its images does not fall behind 
schedule significantly” and (iii）“provision of ALOS-2 images is not discontinued”are additional important 
assumptions for the Overall Goal. 
 
Other impacts: Various positive impacts have been observed already and more are foreseen. For example, satellite 
monitoring of Brazilian Amazon has become possible in all seasons of the year. More than 2,000 deforestation 
areas have been detected by IBAMA. According to IBAMA, the deforested area in Brazilian Amazon has 
decreased by 40% in the last two years, part of which is attributable to the efforts made by its staff members 
utilizing the ScanSAR images of ALOS/PALSAR and INDICAR/SISCOM for law enforcement. Through 
establishment of InteliGEO, useful information for production of Forensic Reports, including high-resolution 
images of ALOS/PALSAR, has become available to all DPF Forensic Experts in Brazil. Utilizing the 
ALOS/PALSAR images and InteliGEO, DPF has become able to produce Forensic Reports in better quality, with 
more reliable and updated information from multiple sources to convince judges. Moreover InteliGEO is 
expanding its border to other forensic issues. Negative impacts have not been observed. They are not foreseen, 
either. 
 
(5) Sustainability : Medium 
The prospect of sustainability was evaluated as “Medium” from the following reasons. 
<Prospect from Institutional and Organizational aspects> 
   Policy support for law enforcement using technical information based on satellite monitoring in Brazilian 
Amazon is likely to continue. Almost all of the Brazilian project personnel are permanent staff of the Government 
of Brazil, whose employment is ensured. They are expected to be assigned to the relevant posts in the post project 
period so that they could utilize the techniques/experiences obtained through the Project continuously. The 
collaborative relationship between DPF and IBAMA has been enhanced through joint implementation of the 
Project. For reference, DPF and IBAMA have taken up process of developing an umbrella agreement on 
collaboration. 
 
<Prospect from Financing aspects> 
   So far, DPF and IBAMA have allocated necessary budget for the implementation of the Project activities. 
Budgets for Environmental Forensic Section (APMA) of INC/DPF and Remote Sensing Center (CSR) of IBAMA 
have been increasing, reflecting the commitment of the both organizations on the combat for illegal deforestation 
in Brazilian Amazon as well as the organizational interests in utilizing satellite images for law enforcement. In 
addition, DPF has already started mobilizing financial (as well as technical) resources in expanding InteliGEO 
from those who are interested in using it. In the meantime, it is uncertain whether or not budget for high-resolution 
images of ALOS/PALSAR, which are procured by JICA during the Project, would be secured by DPF after the end 
of the Project, especially in light of recent restriction on purchasable number of the ALOS images for research 
purpose that are available at discounted price. 
 
<Prospect from Technical aspects> 
   Project staff of DPF and IBAMA have been playing main role in planning, implementation, and monitoring of 
the Activities with minimal advisory support from the Japanese Experts. They are expected to be equipped with 
sufficient skills and knowledge to continue the relevant Activities by the Project end. However, it is uncertain 
whether or not they are fully ready for ALOS-2 images without further technical support. The transfer method 
methods and techniques as well as the project deliverables are relevant with the local level and needs. Judging 
from specifications of sensor of ALOS-2, they would be applicable to ALOS-2 though some modification may 
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require. They are expected to be continuously utilized and/or disseminated, considering appreciation shown by the 
DPF and IBAMA and their demonstrated commitment in their respective field of responsibility. The equipment 
provided by the Project is expected to be fully utilized after the end of the Project. 
 
   From a comprehensive viewpoint, sustainability of the Project is likely to be ensured on condition that (i) 
ALOS-2 launch do not fall behind schedule (i.e. August 2013) seriously, (ii) responsibilities of DPF and IBAMA 
in law enforcement in the Brazilian Amazon do not change drastically, and (iii) DPF can manage to secure budget 
for procurement of necessary ALOS/ALOS-2 images. 
 
3-3 Factors Positively Affected the Results 
(1) Matters related to planning : None specifically 
 
(2) Matters related to the implementation process: 

• The Project has been implemented jointly by DPF and IBAMA. Though the agreement for joint 
implementation has not been concluded as initially planned, both organizations have worked in close 
partnership.  Communication within the Project is sufficient for smooth implementation.  Cooperative 
relations between Brazilian and Japanese sides have been built up.  
• The Project has coordinated/collaborated with various organizations, including sharing satellite information 
through linking InteliGEO with databases of local institutions such as INPE and CENSIPAM, and CENSIPAM 
staffs participating in Basic and one Advanced training courses for the general use of ALOS/PALSAR images. 
• Initiative and commitment of the Director of Technical Scientific Directorate (DITEC) of DPF (as Project 
Director) and Director of Environmental Protection Directorate (DIPRO) of IBAMA as the chairman of the 
Joint Coordinating Committee (JCC) as well as motivation and diligence of the Project Personnel have been 
identified as the factors that have facilitated the implementation process. 

 
3-4 Factors Negatively Affected the Results 
(1) Matters related to planning: 

• PDM established based on discussions among Japanese and Brazilian side before Project commencement was 
not sufficiently in detail. For examples, most of the Indicators are obscure in terms of their definitions and 
difficult to be assessed. And PO which describes schedule, responsible institutions, persons, and inputs of each 
activity has not been prepared. In addition, though the Indicator of the Overall Goal was to be discussed and 
clarified in the first semester of 2011, the modification has not been conducted. Therefore the exact level could 
not be assessed. 
• Although it was relevant that design life of ALOS ended during project period, possible effects of termination 
of ALOS during project period and measures against them were not sufficiently examined and reflected into the 
project plan. 

 
(2) Matters related to the implementation process 

• Until during the Mid-term Review the Project revised PDM and prepared PO in response to meetings among 
relevant personnel, the Project management had been insufficient. It had been difficult for the Project relevant 
personnel to share common recognition regarding overall progress of the Activities of PDM/PO and 
achievement of the Indicators of the PDM.   
• Possible effects of unexpected termination of ALOS on the Project had not been analyzed sufficiently until it 
actually happened. 

 
3-5 Conclusion 
   With active involvement of the committed Brazilian Project Personnel and support of the dedicated Japanese 
Experts, the Project Activities have been implemented without serious problems, producing the Outputs almost as 
planned.  The Project Purpose is expected to be practically achieved by the Project end: therefore, the Project will 
be successfully terminated in June 2012 as planned. 
   Regarding the evaluation criteria, the Project is considered to be relevant because the Overall Goal as well as 
the Project Purpose still agree with the needs of Brazil.  In addition, comparative advantage of ALOS/ALOS-2 in 
forest monitoring is confirmed.  The Project is considered to be practically effective because the Project Purpose 
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is expected to be practically achieved and all of the Outputs have contributed to achievement of the Project 
Purpose. The Project has been conducted mostly efficiently because both Brazilian and Japanese side have 
overcome constraints of some of the Inputs through mutual collaboration.  Various positive impacts have been 
observed already and more are foreseen.  Sustainability of the Project is likely to be ensured on condition that (i) 
ALOS-2 launch do not fall behind schedule (i.e. August 2013) seriously: (ii) responsibilities of DPF and IBAMA 
in law enforcement in the Brazilian Amazon do not change drastically: and (iii) DPF and IBAMA can manage to 
secure obtain the ALOS/ALOS-2 images.   
 
3-6 Recommendations to the Project 
• Dissemination of the Results of the Project 

   Considering the good results of the Project, DPF and IBAMA should explore the possibilities of spreading 
the technology and results of the Project to other countries, for example through the Third Country Training 
Programme of JICA. 

 
• Continuous use of ALOS data 

   Regarding high-resolution SAR images for Forensic Reports, which is provided by JICA during the Project 
period, it is recommended that the DPF makes efforts to ensure that images of ALOS and ALOS-2/PALSAR 
will be continuously obtained after the end of the Project. 

 
3-7 Lesson learned (matters that will be helpful for exploration/formation, implementation and operational 

management of other similar projects, derived from the project) 
    In case of project that utilize satellite images, detailed planning concerning response when satellite complete 
the operation will enable rapid, smooth decision to take necessary actions for the project. 

It is important to fit the project activities to common interests in order to guarantee the sustainability of 
Project results; for example, the system established by the Project was expanded and improved by inputs from 
other projects to make possible the multi-utilization. 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１  プロジェクト概要 

１－１－１ プロジェクトの背景 

ブラジル連邦共和国（以下、「ブラジル」と記す）政府は広大なアマゾン熱帯雨林の保全のた

めに 1970 年代から衛星画像を活用してきた。2004 年からは前年の大統領令に基づいて策定さ

れた「アマゾン森林減少阻止・管理計画（Plano de Prevenção e Combate ao Desmatamento na 

Amazônia Legal：PPCDAM）」が 13 省庁の連携により開始され、ほぼリアルタイムで伐採状況

を把握できる衛星モニタリングシステム（Detecção de Desmatamento em Tempo Real：DETER）

の導入や環境犯罪の取り締まり強化等を実施し、これらが森林伐採の減少に貢献している。 

衛星画像による森林の監視は熱帯雨林の伐採を抑制するための重要な手段であるが、光学セ

ンサを用いた従来のモニタリングシステムでは、年間 5 カ月近く厚い雲に覆われているアマゾ

ン地域において、この期間地上の状況をとらえることができず、違法伐採者がこの間に作業を

完遂してしまうため、その有効性には限界があった。 

他方 2006 年に打ち上げられたわが国の陸域観測技術衛星 ALOS1に搭載された PALSAR2では、

光学センサと異なり雲の状況に関係なく地上の状況が把握できるため、アマゾン地域の森林モ

ニタリングに貢献する高いポテンシャルを有している。 

かかる状況のもと 2007 年から日本宇宙航空研究開発機構（Japan Aerospace Exploration 

Agency：JAXA）はブラジル国環境・再生可能天然資源院（Instituto Brasileiro do Meio Ambiente e 

dos Recursos Naturais Renovaveis：IBAMA）に対する ALOS 画像の提供を開始した。しかしなが

ら ALOS/PALSAR 画像は従来の光学センサの画像と性質が異なるため、ブラジルでは違法伐採

取締を目的とした解析・判読技術が確立されておらず、JAXA からの画像提供が開始された時

点ではブラジル側での画像の解析・判読に時間を要し、また既存の衛星モニタリングシステム

と ALOS 画像データの統合活用にも課題を抱えている状況にあった。 

かかる状況のもと、ブラジル政府はALOS/PALSAR画像をアマゾンの熱帯雨林保全に活用す

る能力の向上やシステムの構築を目的として、2007年にわが国に対して技術協力プロジェクト

を要請した。 

これを受け国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は「アマゾン・森林

保全違法伐採防止のためのALOS衛星画像利用プロジェクト」を、IBAMA及び森林違法伐採の

取り締まりに重要な役割を果たすブラジル連邦警察の両機関をカウンターパート

（Counterpart：C/P）機関として2009年6月より2012年6月まで3年間の予定で実施しており、現

在総括及び4技術分野〔リモートセンシング、情報通信技術（Information and Communication 

Technology：ICT）マネジメント、地理情報システム（Geographic Information System：GIS）、

Webプログラミング〕の各専門家の断続的な派遣と業務調整員の配置により活動中である。終

了時評価調査団派遣時においては総括/リモートセンシング分野の専門家、GIS分野の専門家、

                                                  
1 ALOS：Advanced Land Observing Satelite、2006 年に宇宙航空研究開発機構（JAXA）が打ち上げた陸域観測技術衛星。愛称「だ

いち」。 
2 PALSAR：Phased Array type L-band Synthetic Aperture Radar フェーズドアレイ方式 L バンド合成開口レーダ。マイクロ派セン

サにより昼夜、天候にかかわらず地上の状況が把握できる。 
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Webプログラミング分野の専門家が現地にて活動を実施中の予定である。 

なお、2011年5月にALOSが運用を停止したため、現時点では2013年に打ち上げが計画されて

いるALOS-2の活用を視野に入れて技術移転を行っている。 

 

１－１－２ プロジェクトの枠組み 

a）上位目標 

   衛星を活用した違法伐採情報に基づき取り締まりが強化される。 

 

b）プロジェクト目標 

ALOS/PALSAR から得られるアマゾンでの違法伐採にかかる情報が取り締まりのために提

供される。 

 

c）成果（アウトプット） 

1) ALOS/PARSAR 画像を利用して森林伐採地及びその可能性のある地域が発見される。 

2) 衛星モニタリングにおける連邦警察、IBAMA の情報共有･情報伝達が改善される。 

3) 違法伐採の発見・判定にかかる連邦警察、IBAMA の人材の能力が向上する。 

 

  なお、終了時評価調査の結果、上位目標の指標、並びに外部条件の定義、ターゲットを明確

にすることが提言され、JCC において合意された。上位目標の指標が「プロジェクトにより開

発された技術を用いて、ブラジル・アマゾン地域の森林伐採地が ALOS-2 各サイクルの ScanSAR

画像を含む SAR 画像によりモニタリングされる」「プロジェクトにより開発された技術が、ア

マゾン以外の少なくとも 1 バイオームにおける 2 サイト以上の森林伐採をモニタリングする際

に活用される」「SAR 画像及び高解像度画像が DPF により年間 100 件の鑑定書の作成に活用さ

れる」と再定義された。また、外部条件として、「DPF 及び IBAMA のアマゾン地域の取り締ま

りにかかる権限が大きく変わらない」こと、「ALOS-2 の打ち上げが現行スケジュール（2013

年 8 月）より大幅に遅れない」こと、及び「ALOS-2 画像が継続的に提供される」ことが追加

された。変更前の PDM は付属資料 1 合同評価報告書 Annex1、変更後の PDM は付属資料 2 合

同調整委員会協議議事録 Annex2 PDM Version5 を参照されたい。 

 

１－２  調査の目的 

今回実施する終了時評価調査は、2012 年 6 月のプロジェクト終了を控え、これまで実施してき

た協力活動全般（プロジェクトの実績、実施プロセス、運営管理状況等）について、計画に照ら

しその達成状況を整理・把握し、この結果に基づき、『JICA 事業評価ガイドライン（第 1 版）』に

則り、評価 5 項目の観点からプロジェクトの評価を行う。また評価結果及びブラジルプロジェク

ト関係者との意見交換により、残り協力期間の課題及び今後の方向性について明らかにするとと

もに、将来の類似プロジェクトの形成・実施の際、参考となる教訓・提言を得る。 
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１－３  調査団の構成 

氏名 担当業務 所属 

遠藤 浩昭 日本側団長/総

括 

JICA 地球環境部 森林・自然環境保全グループ 森林･自

然環境保全第二課長 

平田 泰雅 森林保全/衛星

情報解析 

（独）森林総合研究所 温暖化対応推進室長 

竹田 パトリシア 技術普及 JICA ブラジル事務所 

関口 卓哉 協力企画 JICA 地球環境部 森林・自然環境保全グループ 森林･自然

環境保全第二課 

廣内 靖世 評価分析 （株）国際開発アソシエイツ パーマネントエキスパート

Mr. Eron Carlos da 

COSTA 

ブラジル側団

長 

Project Analyst, Brazilian Cooperation Agency, Ministry of 
External Relations 

Ms. Camila Aparecida 

LIMA 

評価 Analyst on Natural Resources and Environmental Analysis, 
アマゾン保護システム運営管理センター（CENSIPAM）

Mr. Raphael de 

Oliveira BORGES 

評価 Support Analyst on Natural Resources and Environmental 

Analysis, CENSIPAM 

 

１－４  調査日程 

 現地調査は 2011 年 11 月 15 日から 12 月 4 日の 3 週間実施された。この間の主たる訪問先と作

業内容を以下に示す。 

  日程 内容 

1 11/16 水 JICA 事務所打合せ・小野専門家からのヒアリング・意見交換 

2 11/17 木 
連邦政府（DPF）との打ち合わせ（あいさつ・評価方法・日程確認・資料回収）

小野・古橋専門家からのヒアリング・意見交換 

3 11/18 金 

DPF 及び古橋専門家へのインタビュー 

年次報告書及び次年度年間活動計画（APO）案の確認、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）に関する DPF との協議 

4 11/19 土 資料整理 

5 11/20 日 資料整理 

6 11/21 月 IBAMA へのインタビュー 

7 11/22 火 
IBAMA 及び小野専門家へのインタビュー 

年次報告書及び次年度 APO 案の確認、PDM に関する IBAMA との協議 

8 11/23 水 
IBAMA からの補足情報収集 

年次報告書及び次年度 APO 案の確認、PDM に関する IBAMA との協議 

9 11/24 木 
DPF からの情報収集、川口専門家及び DPF インタビュー 

年次報告書及び次年度 APO 案の確認、PDM に関する DPF との協議 
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10 11/25 金 IBAMA 及び DPF からの補足情報収集 

11 11/26 土 評価結果とりまとめ 

12 11/27 日 団長・森林保全/衛星情報解析団員・協力企画団員 合流・団内打合せ 

13 11/28 月 

JICA 事務所打ち合わせ 

第 1 回合同評価委員会（評価委員への説明、プロジェクトからの進捗・課題報告）

DPF・IBAMA への表敬訪問・関係者インタビュー   

14 11/29 火 
合同評価報告書 （案）及び協議議事録（M/M）（案）にかかる日本側検討 

合同評価報告書及び M/M（案）にかかる DPF・IBAMA との協議 

15 11/30 水 第 2 回合同評価委員会 合同評価報告書（案）に係るブラジル側団員との協議 

16 12/1 木 

第 3 回合同評価委員会 合同評価報告書に係るブラジル側団員との意見交換、署

名 

M/M にかかる DPF、IBAMA との協議 

17 12/2 金 合同調整委員会／JICA 事務所報告 
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第２章  終了時評価の方法 

 

２－１  調査の流れ 

今回の評価は、『新 JICA 事業評価ガイドライン（第 1 版）』に準拠して行った。評価の基にな

る PDM は、2011 年 7 月の第 4 回合同調整委員会（Joint Cordinating Committee or Joint Cordination 

Committee：JCC）で承認された最新 PDM を使用した。評価に先立ち、プロジェクト関係文書に

基づき、評価のデザインとして評価グリッドを作成した。日本側、ブラジル側双方による合同評

価調査団は、最新 PDM のマイナーな単純ミスを修正した評価用 PDM（添付資料 1 の Joint 

Evaluation Report の Annex 1）、及び 2010 年 11 月の第 3 回 JCC で承認された最新活動計画（Plan of 

Operations：PO）（添付資料 1 の Joint Evaluation Report の Annex 2）に基づき、過去のプロジェク

ト記録等の資料調査、プロジェクト関係者への事前質問票調査及びインタビュー調査、また現地

視察を行い、情報を収集した。これらの結果をもとに、合同評価報告書（案）を作成し、合同評

価委員会における協議を経て、報告書を完成させた。 

 

２－２  調査項目 

２－２－１  プロジェクトの実績の確認 

討議議事録（Record of Discussion：R/D）、及び PDM の計画に沿ってプロジェクトの投入、成

果、プロジェクト目標が達成された度合いを検証する。 

 

２－２－２  実施プロセスの検証 

プロジェクトの実施過程全般をみる視点であり、活動が計画どおり行われているか、またプ

ロジェクトのモニタリングやプロジェクト内のコミュニケーションが円滑に行われているかを

検証する。 

 

２－２－３  評価項目ごとの分析 

(1) 妥当性： 

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価を実施する時

点において妥当か（ブラジルの国家開発計画及び日本の政府開発援助（Official Development 

Assistance：ODA）政策との整合性はあるか、受益者のニーズに合致しているかなど）、プロ

ジェクトの戦略･方法は妥当か等を評価する。 

(2) 有効性： 

プロジェクト目標達成の見込みはあるか、プロジェクト目標に対し成果は適切か、目標達

成の貢献・阻害要因はあるかなどを評価する。 

(3) 効率性： 

投入に見合った成果が達成されているか、活動スケジュールと投入のタイミング・質・量

は成果達成には適切だったかなどを評価する。 

(4) インパクト： 

 上位目標達成の見込みはあるか、その他、プラスのインパクトはあるか（予測されるか）、
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予期していなかったマイナスのインパクトはあるか（予測されるか）、マイナスのインパクト

がある場合、それに対する対策は講じられているかを評価する。 

(5) 自立発展性（持続性）： 

協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みについて、組織制度面、

財政面、技術面から評価する。 

 

２－３  情報収集・入手手段 

現地調査に先立ち、プロジェクトに指標及び投入の実績に関する情報提供を依頼した。さらに、

主としてプロジェクトの実施プロセス・評価 5 項目に関する質問票を英語で作成し、プロジェク

ト関係者に事前に配布した。現地においては、指標及び実施プロセスの確認と評価 5 項目に関す

る補足情報を収集するために、質問票回答者に対してセミ･ストラクチャード・インタビューを行

った。ブラジル側調査団と日程の折り合いがつかなかったため、インタビューは日本側のみで行

った。インタビューは基本的に個別とした。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

３－１  投入の実績 
PDM の計画 実績 （特に言及のない限り 2010 年 11 月 17 日時点）  

3.1.1 ブラジル側  
（1）人員 

1)プロジェクト・ディ

レクター 
2)プロジェクト・マネ

ジャー 
3)その他のプロジェク

ト及び事務スタッフ

 現在、プロジェクト・ディレクター及びプロジェクト・マネジャーを含め、

合計 15 名（DPF7 名、IBAMA8 名）がプロジェクトに配置されている。  
 
 
 
 

（詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の RM A-1 参照）

（2）オフィス・スペース

及び施設 
 プロジェクトに必要なオフィス・スペース及び施設はプロジェクト開始時

から提供されている。 
（3）事務・運営経費  DPF 及び IBAMA はプロジェクト実施に必要な事務・運営経費を措置して

きており、2011 年末時点で、プロジェクトに対し、合計約 129 万 8,000 ドル

が措置された。 
 

 （詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の RM A-2 参照）

3.1.2 日本側   
（1）専門家派遣 

1)リモートセンシング

/業務調整 
2)情報コミュニケーシ

ョン技術 
3)ウェブ・プログラミ

ング 
4)GIS 
5)その他プロジェクト

に必要な専門家 

 これまで、下記の分野の合計 4 名の専門家が派遣された。（i）リモートセ

ンシング 1/業務調整、（ii）リモートセンシング 2/情報コミュニケーション技

術管理、（iii）GIS1 及び（iv）GIS2/web プログラミング。 
 
 

（詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の RM B-1 参照）

（2）本邦研修  これまでのところ、16 名のプロジェクト・スタッフ（DPF の犯罪科学捜

査官 8 名及び IBAMA の環境分析官 8 名）が、リモートセンシング分野及び

Web-GIS 分野の本邦研修を受講した。 
 

（詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の RM B-2 参照）

（3）機材供与 
1)ALOS 画像、ソフト

ウェア、サーバー、

ストーレージ 
2)その他プロジェクト

実施に必要な資材 

 これまでのところ、約 7,300 万円相当の機材が供与された。主要機材には、

ALOS/PALSAR の高画質画像 815 シーン、サーバー・コンピューター2 機、

ストーレージ 2 台、ソフトウェア等が含まれる。2012 年には更に 50 シーン

の画像が供与される予定である。 
 

（詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の RM B-3 参照）

（4）事務・運営経費  2011 年 10 月末までに、約 2,900 万円が現地事務・運営経費として支出さ

れた。主要費目は現地スタッフ雇用、ローカル・コントラクト、研修、セミ

ナーに関する費用である。  
 

（詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の RM B-4 参照）
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３－２  成果の実績 
（1）  成果 1 ：ALOS/PALSAR データを利用して、森林伐採地及びその可能性のある地域が発

見される。 
指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
1a. 2009 年末までに

ALOS/PALSAR の
ScanSAR 画像の多
時期合成不良が 0
になる。  

 

<ベースライン> 
 IBAMA は 2009 年 2 月から ScanSAR 画像を利用した森林伐採情報検出を

試験的に始めたが、プロジェクト開始前は、多時期合成不良は約 10％から

20％であった。 
 
<実績> 
 プロジェクトで開発されたソフトウェアにより、2009 年 12 月以降、

ALOS/PALSAR の ScanSAR 画像の多時期合成不良は 0 になった。 
 
<結論> 
 当該指標は計画どおり達成されている。 

1b. 2009 年末までに、
ScanSAR 画像から
森林伐採情報を抽
出する手法（判読
ガイド、森林分類
ツール、変化発見
ツールを含む）が
開発され、2012 年
3 月までに更新さ
れる。 

<ベースライン> 
 IBAMA は 2009 年 2 月から ScanSAR 画像を利用した森林伐採情報抽出を

試験的に始めたが、プロジェクト開始前、体系的な手法は存在しなかった。
 
<実績> 
 2009 年末までに、判読ガイド、森林分類ツール、変化発見ツール、及び

これらの機能を統合したソフトウェア・プログラムが開発された。これらツ

ールの評価・改善は進行中であり、計画どおり、2012 年 3 月に完了する見

込みである。 
 
<結論> 
 当該指標の達成レベルは計画どおりである。指標はほぼ達成されており、

2012 年 3 月までには達成されると見込まれる。 
1c. 2011 年 9 月までに

IBAMA 用の森林
伐採地域発見にお
ける ALOS/ 
PALSAR 画像利用
技術マニュアルの
初版及び DPF 用の
違法伐採鑑定書作
成技術マニュアル
の初版が策定/承
認される（英語・
ポルトガル語）。 

<ベースライン> 
 プロジェクト開始前、ALOS/PALSAR 画像利用のための IBAMA 及び DPF
用技術マニュアルは存在しなかった。 
 
<実績> 
 DPF 及び IBAMA 用の技術マニュアル初版は、2011 年 9 月までに作成・承

認された。 
 
<結論> 
 指標は既に達成された。 

1d. 2011 年 4 月までに
IBAMA 用技術マ
ニュアルが環境分
析官による利用の
ために SISCOM に
アップロードさ
れ、DPF 用技術マ
ニュアルが犯罪科
学捜査官による利
用のために
InteliGEO にアッ
プロードされる。

 IBAMA 用技術マニュアル初版は 2011 年 11 月に IBAMA の環境情報共有

システム（SISCOM）へのアップロード、DPF 用マニュアル初版は 2011 年 9
月に連邦警察の WebGIS システム（InteliGEO）へのアップロードにより、す

べての IBAMA 環境分析官及び DPF 犯罪科学捜査官に公開された。 
 
<結論> 
 当該指標は既に達成された。 

1e 2012 年 3 月まで  マニュアル初版の更新は進行中である。IBAMA 用マニュアルは 2011 年
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指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
に IBAMA 用及び
DPF 用の技術マ
ニュアルが更新 /
承認される。  

12 月までに、DPF 用マニュアルは 2012 年 3 月末までに更新・承認される見

込みである。 
 
<結論> 
 指標の達成に向けて着実な進捗がみられており、当該指標は 2012 年 3 月

までに達成される見込みである。 
1f. 2012 年 4 月までに

更新された
IBAMA 用 マニュ
アルが SISCOM
に、DPF 用マニュ
アルが InteliGEO
にアップロードさ
れる。 

 関連活動はまだ始まっていない。マニュアル初版の承認からアップロード

に要した時間を考慮すると、最終マニュアルは 2012 年 4 月から 5 月に

SISCOM 及び InteliGEO にアップロードされると思われる。 
 
<結論> 
 マニュアルが計画どおり更新されれば、当該指標はプロジェクト終了まで

に達成されると思われる。 

 
（2）  成果 2 ：DPF 及び IBAMA において衛星モニタリングシステムの情報の流れが改善され

る。 
指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
2a. 2010 年 12 月まで

に、プロジェクト
によって開発され
た DPF の情報共有
メカニズム（ i.e. 
InteliGEO）がブラ
ジル中のすべての
犯罪科学捜査官に
利用可能となる。 

 

<ベースライン> 
 プロジェクト開始前、犯罪科学捜査官のための情報共有メカニズムは DPF
に存在しなかった。 
 
<実績> 
 InteliGEO オフィシャル版は、DPF 主催の第 5 回環境犯罪セミナー期間中

の 2010 年 11 月 30 日にリリースされた。 
 
 InteliGEO は、計画どおり、IBAMA の違法伐採検出システム（INDICAR）
/SISCOM とリンクされており、InteliGEO には ALOS/PALOSAR 画像及び違

法伐採に関する鑑定書がアップロードされている。中国・ブラジル地球資源

観測衛星（CBERS）画像や LANDSAT 画像のために国立宇宙研究所（INPE）
のデータベースともリンクされており、鑑定書作成に有益なその他の情報

（他の衛星画像や地理情報など）もアップロードされている。 
 
<結論> 
 当該指標は既に達成されている。 
 
<参考情報> 
 InteliGEO には、地理座標を有するその他の鑑定書もアップロードされて

いる。2011 年 5 月に InteliGEO バージョン 2 がリリースされ、すべての DPF
職員に公開された。2012 年初旬には、より多くの分析ツールを備えたバー

ジョン 3 がリリースされる見込みである。 
2b. プロジェクト終

了までに、DPF 犯
罪科学捜査官が、
ALOS/PALSAR 画
像（主として高画
質画像）を利用 /
参照して作成し
た違法伐採に関
す る 鑑 定 書 の
100％が、作成完
了から 1週間以内
に、 InteliGEO 上
で他の犯罪科学

<ベースライン> 
 プロジェクト開始前、環境犯罪鑑定書は、作成から 1 週間以内に DPF の

総務システムにアップロードされていた。 
 
<実績> 
 DPF の犯罪科学捜査官が ALOS/PALSAR 画像を利用/参照して作成した環

境犯罪鑑定書は、すべて作成から 1 週間以内（平均 2.5 日）で InteliGEO に

アップロードされた。 
 
注：DPF の鑑定書作成のためには、JAXA と IBAMA 間の協定には含まれて

いない ALOS/PALSAR の高画質画像が必要であり、高画質画像はプロジェク

トをとおして供与されることになっている。 



10 
 

指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
捜査官に利用可
能となる 

 

<結論> 
 当該指標は既に達成されている。これまでの実績から、プロジェクトの残

り期間において、達成レベルは維持されると見込まれる。 
2c. プロジェクト終了

までに、法定アマ
ゾン 9 州からの、
IBAMA の
INDICAR/SISCOM
へのアクセスが、
ALOS の 1 サイク
ル（46 日間）あた
り、最低各 1 回に
なる。 

 

<ベースライン> 
 IBAMA の SISCOM は 2006 年 3 月から運用されていたが、プロジェクト

開始前、法定アマゾン州の IBAMA 地方事務所は SISCOM にリンクされてい

なかった。IBAMA 本部リモートセンシング・センター（CSR）で検出され

た森林伐採情報は、電子メールで地方事務所に伝達されていた。 
 
<実績> 
 2009 年 12 月以降、法定アマゾン州に位置するすべての IBAMA 地方事務

所は、IBAMA 本部の INDICAR/SISCOM にアクセス可能である。しかし、

ALOS/PALSAR の ScanSAR 画像を利用した森林伐採検出は、2011 年 3 月の

ALOS の電力異常及び 4 月の運用停止により中断されているため、関連情報

は得られなかった。INDICAR へのアクセス情報も記録もされていなかった。
 
<参考情報> 
 IBAMA の地方事務所への聞き取り結果によれば、ALOS の最終 3 回の各

サイクルにおいて、すべての事務所は最低 1 回、INDICAR/SISCOM にアク

セスし、アップロードされた森林伐採情報（森林伐採ポリゴン）を利用した。
 
<結論> 
 ALOS の運用停止により客観的に検証可能なデータは入手できなかった

が、上述の IBAMA 地方事務所への聞き取り調査結果から、当該指標は実質

的に達成されたとみられる。 
2d. DPF の InteliGEO

への半年間のア
クセス数が、前の
半年間に比べて
5％増加する。 

 直近の 6 カ月（2011 年 6 月～11 月）の InteliGEO への純アクセス及び合計

アクセスは、その前の 6 カ月（2010 年 10 月～2011 年 5 月）に比べて、それ

ぞれ 162%及び 133%増加した。（詳細は RM C-2 を参照） 
 
<結論> 
 InteliGEO へのアクセスの増加傾向から判断すると、当該指標は達成され

ると見込まれる。 
2e. プロジェクト終了

までに、ALOS の
1 サイクル（46 日
間）あたり、
INDICAR 
/SISCOM 及び
ALOS/PALSAR 画
像によって発見
された森林伐採
地（伐採地ポリゴ
ン）の現地調査結
果の 90％が
IBAMA 本部にフ
ィードバックさ
れる。 

<ベースライン> 
 IBAMA の SISCOM は 2006 年 3 月から運用されていたが、プロジェクト

開始前、法定アマゾン州の IBAMA 地方事務所は SISCOM にリンクされてい

なかった。IBAMA 本部（CSR）で検出された森林伐採情報は、電子メール

で地方事務所に伝達されていたが。検出された森林伐採地の現地調査結果は

本部にフィードバックされていなかった。 
 
<実績> 
 ALOS/PALSAR の ScanSAR 画像を利用した森林伐採検出は、2011 年 3 月

の ALOS の電力異常及び 4 月の運用停止により中断されているため、関連情

報は得られなかった。 
 
<参考情報> 
 法定アマゾン州のすべての IBAMA 地方事務所は、2009 年 12 月以降、

IBAMA 本部の INDICAR/SISCOM にリンクされたが、IBAMA によれば、検

出された森林伐採地の現地調査結果がフィードバックされた割合は 10%未

満であった。 
 
 地方事務所からのフィードバックを確保するために、IBAMA は「ターゲ

ット登録システム」というフィードバック・システムを開発した。フィード
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指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
バック・システムは、IBAMA の科した罰金に関する関連情報を記録した「登

録・納税・査察システム」に組み込まれており、（i）地方事務所のだれが森

林伐採情報をダウンロードし、だれがフィードバックをまだ行っていないか

が追跡可能になり、（ii）フィードバックを IBAMA が必要な情報を含んだポ

リゴンの形態で得ることが可能になった。フィードバック・システムは 2011
年 9 月に構築が完了したが、同年 4 月から新しい伐採ポリゴンの作成・提供

が停止しているため、本来の目的を果たすことができないでいる。 
 
<結論> 
 関連情報が入手できず、また、プロジェクト終了時までに ALOS の復旧が

見込まれないため、当該指標の達成度は判断できない。 
 
（3） 成果 3：DPF 及び IBAMA の人材の、違法伐採を発見し、特徴づける能力が向上する。 

指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
3a. 2009 年 9 月までに

IBAMA・DPF 対象
の ALOS/PALSAR
画像の一般的利用
に関する基礎及び
上級コース（カリ
キュラム・教材を
含む）が開発され
る。  

<ベースライン> 
 プロジェクトの開始前、ALOS/PALSAR 画像の一般利用に関する

IBAMA・DPF 対象の研修コースは存在しなかった 
 
<実績> 
 2009 年 9 月までに、基礎及び上級コース（カリキュラム・教材を含む）

が、研修ニーズ・アセスメントをもとに開発された。 
 
<結論> 
 当該指標は既に達成された。

3b. 2011 年 12 月まで
に、DPF 犯罪科学
捜査官対象の
（ALOS 画像を利
用した）鑑定書作
成のための基礎コ
ースが開発され
る。 

<ベースライン> 
 プロジェクト開始前、DPF 犯罪科学捜査官対象の ALOS 画像を利用した

鑑定書作成のための研修コースは存在しなかった。 
 
<実績> 
 当初、教室研修の開発が想定されていたが、新政権による 2011 年の予算

縮減により、地方事務所からの研修生の旅費を負担することが困難になっ

た。この状況に対処するため、DPF では、国家警察学校の e-ラーニング・ポ

ータルでも採用されているムードル3・システムを使ったオンライン研修コ

ースの開発を計画している。研修コースは 2012 年 4 月までに開発される予

定だが、DPF では、同コースが警察学校のオンライン研修プログラムに組み

込まれることを期待している。 
 
<結論> 
 プロジェクトではコントロールできない外部の要因（新政権による予算縮

減）により、進捗に遅れはあるが、当該指標はプロジェクト終了までに達成

される見込みである。 
3c. プロジェクト終了

までに、70 名のス
タッフ（DPF 犯罪
科学捜査官 30 名
と IBAMA 環境分
析官 40 名）が
ALOS/PALSAR 画
像利用に関する研
修の公的修了証書
を IBAMA あるい

<ベースライン> 
 プロジェクト開始前、DPF 及び IBAMA には ALOS/PALSAR 画像利用に関

する技能・知識を有するスタッフはいなかった。 
 
<実績> 
 当初、プロジェクト期間中、6 回の研修コース（ IBAMA 主催の

ALOS/PALSAR 画像の一般的利用に関す基礎コース 3 回、同上級コース 2 回、

及び DPF 主催の犯罪科学捜査官専用基礎コース 1 回）が計画されていた。

すべての研修は 2011 年末までに完了する予定だったが、これまで、表(a)の

                                                  
3 訳注：Moodle （Modular Object-Oriented Dynamic Learning Environment） 
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指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
は DPF から授与さ
れる。 

とおり、4 回の研修コースが実施されただけで、研修の公的修了証書を授与

された研修生は 60 名（DPF 犯罪科学捜査官 28 名及び IBAMA 環境分析官

32 名）にとどまっている。 
 

 
表（a）：研修修了証書を授与されたスタッフの数  

 研修コース 実施年 DPF 
犯 罪 科

学 捜 査

官 

IBAMA 
環境分析

官 

合

計 
そ の 他

（ターゲ

ット外）

1 IBAMA/DPF 対象の

第 1 回基礎コース 
2009 9 11 20 0

2 IBAMA/DPF 対象の

第 1 回上級コース 
2009 7 8 15 3

3 IBAMA/DPF 対象の

第 2 回基礎コース 
2010 5 6 11 6

4 IBAMA/DPF 対象の

第 3 回基礎コース 
2011 7 7 14 1

5 IBAMA/DPF 対象の

第 2 回上級コース 
2011   

6 DPF対象の第 1回基

礎コース 
2011   

 合計 28 32 60 10
 達成率  3% 80% 86% 

（詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の RMC-3 を参照）
 
 IBAMA/DPF対象の第 2回上級コースは、2011年後半に予定されていたが、

ALOS の運用停止にかんがみ、2011 年 7 月の第 3 回 JCC の承認を経て、中

止された。 
 
 DPF 専用の基礎コースも、2011 年後半に予定されていたが、新政権の予

算縮減により、DPF が地方事務所の研修生の旅費を負担することが困難にな

り、実施されなかった。DPF は、より予算状況の影響を受けにくい、オンラ

イン研修コースの開発を計画しており、同コースは 2012 年 4 月に開講され

る見込みである。 
 
<結論> 
 当該指標はほぼ達成されたが、プロジェクトではコントロールできない外

部の要因（ALOS の運用停止）により、目標の研修修了生数が十分に達成さ

れることはないだろう。  
3d. 平均して、研修生

の 80％以上が、受
講した研修の「理
解度」「活用度」
について三段階
の中以上の評価
を与える。 

 各研修コースの終了時にプロジェクトが行ったアンケート結果によれば、

平均して研修生の 80％以上（92%）が、受講した研修の「理解度」「活用度」

について三段階の中以上の評価を与えている。 
 

表（b）：三段階の中以上の評価を与えた研修生の割合（注） 
研修コース 実施年 理解度 活用度 平均 
IBAMA/DPF 対象の

第 1 回基礎コース 
2009 93.3 100.0 96.7

IBAMA/DPF 対象の 2009 96.1 82.3 89.0

2011 年４月の ALOS 運用停止により中止

新政権の予算縮減により 2012 年に延期 
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指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
第 1 回上級コース 
IBAMA/DPF 対象の

第 2 回基礎コース 
2010 86.7 87.6 87.2

IBAMA/DPF 対象の

第 3 回基礎コース 
2011 100 91.6  95.8

平均 94.0 90.4 92.2
 
（注）：分母は研修生の総数である。第 1 回上級コース及び第 2 回&第 3 回基礎コースの場合は、

成果 3 の指標 3c の表に示すように、ターゲット・グループ外の研修生の人数も含まれている。 
 
<結論> 
 指標の達成に向けて着実な進捗がみられる。当該指標はプロジェクト終了

時に達成されると思われる。 
3e. 研修モニタリン

グ・評価結果を含
む研修生からの
フィードバック
や他のプロジェ
クト活動からの
フィードバック
をもとに、研修コ
ースが更新され
る。 

 研修終了時に実施されるアンケート結果は集計されているが、分析は行わ

れておらず、次回以降の研修の計画には活用されていない。ただし、研修生

からのインフォーマルなフィードバックは次回以降の研修の計画に生かさ

れている。 
 
 なお、プロジェクトは、残り期間において、アンケート結果を分析し、今

後の研修の計画に反映させる予定である。 
 
<結論> 
 当該指標は部分的に達成されている。今後、プロジェクトは、研修モニタ

リング・評価結果を含むフィードバックをもとに研修コースを更新する予定

であることから、指標は達成されると見込まれる。 
 
３－３  プロジェクト目標の実績 
プロジェクト目標： ALOS/PALSAR 画像に基づくブラジル・アマゾンにおける違法伐採に係る

技術情報が、取り締まりのために提供される。 
指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 

a. プロジェクト終了
までに、IBAMA が
ALOS/PALSAR の
ScanSAR 画像を受
取ってから 3 日以
内に森林伐採地が
発見されるように
なる。 

 
 

<ベースライン> 
 IBAMA によれば、プロジェクト開始前は、ScanSAR 画像をダウンロード

してから森林伐採地を発見するまでに、1 カ月以上かかっていた。 
 
<実績> 
 2011 年 3 月の ALOS の電力異常及び同年 4 月の運用停止により、ScanSAR
画像の提供が停止されたため、客観的に検証可能な情報は得られなかった。
 
<参考情報> 
 IBAMA の記録によれば、ALOS の最終サイクル（第 41 サイクル）にお

いて、森林伐採地発見に要する時間は、平均 9.5 日（休祝日を含む）で

あった。 
 2012 年 3 月までに、森林伐採発見プロセスの一部の半自動化が完了予

定である。これにより、2 就労日以内の発見が可能になることが期待さ

れている。 
 

<結論> 
 当該指標はほぼ達成されているとみられる。ALOS の運用停止によりプロ

ジェクト終了まで検証は不可能だが、指標は上述の発見プロセスの半自動化

によりプロジェクト終了までに実質的に達成されると思われる。 
b. プロジェクト終了

までに、発見された
森林伐採地の場所

<ベースライン> 
 IBAMA の記録によれば、プロジェクト開始前、発見した伐採地の情報（森

林伐採ポリゴン）が地方事務所に提供されるまでに、平均 63.3 日かかって
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指標 （PDME） 実績 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
と大きさ（森林伐採
ポリゴン）が、発見
から 2 日以内に、関
連する IBAMAの地
方事務所に提供さ
れる。 
 

いた。 
<実績> 
 2011 年 3 月の ALOS の電力異常及び同年 4 月の運用停止により、ScanSAR
画像の提供が停止されたため、客観的に検証可能な情報は得られなかった。
 
<参考情報> 
 2009 年 12 月以降、法定アマゾン州に位置するすべての IBAMA 地方事

務所は、IBAMA 本部の INDICAR/SISCOM にアクセス可能である。 
 IBAMA の記録によれば、ALOS の最終サイクル（第 41 サイクル）にお

いて、発見した伐採地の情報（森林伐採ポリゴン）が地方事務所に提供

されるまでに要した時間は、平均 5.78 日（休祝日を含む）であった。

 現在では、 INDICAR/SISCOM で作成された森林伐採ポリゴンを

SISCOM のデータベース（GeoDB）に入れる仕組みを通じて、技術的に

は、森林伐採ポリゴンを即座に地方事務所に提供することが可能になっ

ている〔さらに、地方事務所スタッフは、情報を全地球測位システム

（GPS）や携帯端末で利用することが可能である〕。 
 

<結論> 
 ALOS の運用停止により検証は不可能だが、終了時評価調査時点では即日

で森林伐採ポリゴンを地方事務所に提供することが可能であり、当該指標は

技術的に達成されているとみられる。 
c. プロジェクト終了

までに、DPF によっ
て、ALOS/PALSAR
画像（主として高画
質画像）が利用/参
照された鑑定書が
年間 60 本作成され
る。 

<ベースライン> 
 プロジェクト開始前、ALOS/PALSAR 画像が利用/参照された鑑定書は作

成されていなかった4。 
 
<実績> 
 2010 年 12 月から 2011 年 11 月の 1 年間に、合計 90 本の鑑定書が

ALOS/PALSAR 画像を利用/参照して作成された。 
 

（詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の RMC-1 参照）
 
<結論> 
 当該指標は既に達成されており、これまでの実績から判断して、達成レベ

ルは維持されると見込まれる。 
 

３－４  上位目標の達成見込み 

第４章「評価結果」の 4－1－4「インパクト」 （1）「上位目標レベルのインパクト」を参照。 

 
３－５  実施プロセスの特記事項 

項目 調査結果 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
3-5-1 活動の進捗 全体：一部の活動は、主にプロジェクトではコントロールできない外部の要

因（2009 年の世界的経済危機、2011 年 3 月の東日本大震災に伴う日本政府

事業予算の一時的凍結、2011 年 4 月 ALOS の予期せぬ運用停止、ブラジル

の新政権による 2011 年の政府予算の縮減等）により、計画どおり行うこと

ができなかった。 
（1）成果 1 の活動 全体：PO（2010 年 11 月）に記された活動はおおむね計画どおり進捗してお

                                                  
4 訳注：DPF は、プロジェクト開始前から、環境犯罪鑑定書作成に際して衛星画像を利用してきた。たとえば、2009 年には 1,690
本の環境犯罪鑑定書が作成されており、うち 376 本が違法伐採に関するものであったが、そのほとんどに衛星画像が利用/参照

されていた。 
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項目 調査結果 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
り、ほぼすべての活動がプロジェクト終了までに完了する見込みである。 

 （詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の Annex 2 を参照）
 
特記事項： 
1) 森林伐採ポリゴン及び環境犯罪鑑定書作成における ALOS 画像の利用

（活動 1.3.3）： 
a. IBAMA の森林伐採ポリゴン作成：2011 年 3 月の ALOS の電力異常

及び同年 4 月の運用停止により、ALOS/PALSAR の ScanSAR 画像

の提供が中止されたため、同画像を利用した森林伐採ポリゴンの作

成は中止された。 
b. DPF の環境犯罪鑑定書作成：プロジェクトの前半、DPF は、（i）高

画質画像の納品が 2010 年 8 月まで遅れたこと、及び（ii）DPF の

情報共有メカニズム（InteliGEO）の全犯罪科学捜査官への公開が、

本格運用に必要な機材の調達の遅れにより、2010 年 9 月になった

ことから、ALOS 画像を利用/参照して鑑定書を作成することがで

きなかった。これまでのところ、本プロジェクトの研修を受講した

犯罪科学捜査官によって、アーカイブ・データを含めた

ALOS/PALSAR 画像を利用/参照した鑑定書は合計 111 本作成され

ている。 
（2）成果 2 の活動 全体：PO に記された活動はほぼ計画どおりに進捗しており、すべての活動

は プロジェクト終了までに完了する見込みである。 
 （詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の Annex 2 を参照）

 
特記事項： 
1) DPF 情報共有・伝達メカニズム構築の当初の遅れ（活動 2.4 及び 2.7）：

当初、2009 年 12 月に計画されていた InteliGEO の公開は、サーバー・

コンピューター及び付属品を含む必要機材の調達が、プロジェクトでは

コントロールできない外部要因である世界的経済危機によって引き起

こされた供給不足が原因で遅れたために遅延した5。ここで特筆すべき

は、IBAMA が、緊急手段として、サーバー・コンピューター1 台を 2009
年 11 月から 2010 年 5 月にかけて DPF に無償で貸し出したことである。

DPF も、プロジェクトのために、サーバー・コンピューターを動かすの

に必要なラックやコミュニケーション・インフラストラクチャーを含む

既存機材を使えるように手配した。IBAMA から貸し出された機材及び

DPF の既存機材を利用して、2009 年 12 月までに InteliGEO の試作品が

開発された。2010 年 9 月には、InteliGEO のプレ・リリース版がすべて

の犯罪科学捜査官に公開され、利用可能となった。公式版は同年 11 月

に公開された。 
2) DPF の InteliGEO を通した IBAMA の INDICAR/SISCOM 内の情報への

アクセス（活動 2.5）：活動 2.5 を通して、DPF は IBAMA の

INDICAR/SISCOM に蓄積された森林伐採ポリゴン及び ALOS 画像にア

クセスできるようになることが期待されている。2011 年 11 月に森林伐

採ポリゴンはアクセス可能になったが、DPF は、いまだ ALOS 画像に

アクセスすることができない。DPF 及び IBAMA の相互協力によって、

残りの技術的課題は解決されつつあり、2011年末までにはDPFはALOS
画像にアクセスできるようになる見込みである。 

3) エンドユーザー評価（活動 2.3～2.7）：エンドユーザー評価6は、計画・

実施・結果の分析を含め、専門家チーム主導で行われてきた。必要な手

法の移転は、担当の WebGIS 分野の専門家の最終派遣時期にあわせて、

                                                  
5 訳注：サーバー・コンピューター及び付属品が納品されたのは 2010 年 5 月であった。最終的に納品が完了したのは同年 10 月

で、機材の設置が完了したのは 11 月である。 
6 訳注：これまで、専門家チームにより、質問票調査、地方事務所への訪問・聞き取り調査が行われている。 
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項目 調査結果 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
2011 年末までに行われることになっている。 

（3）成果 3 の活動 全体：PO に記された活動の一部は計画どおり進捗しているが、残りの活動

は、プロジェクトではコントロールできない外部の要因により、遅延、ある

いは中止された。 
（詳細は 添付資料 1 の Joint Evaluation Report の Annex 2 を参照）

 
特記事項： 
1) 2011 年の IBAMA/DPF 対象の上級研修（活動 3.2）： IBAMA/DPF 対象

の第 2 回上級コースは、2011 年後半に予定されていたが、ALOS の運用

停止にかんがみ、2011 年 7 月の第 3 回 JCC の承認を経て、中止された。

なお、第 3 回基礎研修は、内容が一般向けであり、広い分野に応用可能

であることから、2011 年 11 月に実施された。 
2) DPF 犯罪捜査官専用の基礎コースの延期及びオンライン研修コースの

開発（活動 3.2&3.3）：DPF 専用の研修は、2011 年後半に予定されてい

たが、新政権の予算縮減により、DPF が地方事務所の研修生の旅費を負

担することが困難になり、計画どおり実施されなかった。この状況に対

処するため DPF は、国家警察学校の e-ラーニング・ポータルでも採用

されているムードル・システムを使ったオンライン研修コースの開発を

計画している（DPF は、同コースが警察学校のオンライン研修プログラ

ムに組み込まれることを期待している）。研修コースは 2012 年 4 月に開

講される見込みである。 
3-5-2 実施体制  計画どおり、プロジェクトは DPF 及び IBAMA 共同で実施されている。

DPF 側に変更はなく、R/D のとおり、技術科学部（DITEC）の部長がプロジ

ェクト・ダイレクターを務め、国立犯罪捜査研究所（INC）のプロジェクト

作業グループのコーディネーターがプロジェクト・マネジャーを務めてい

る。 IBAMA 側は、当初計画のとおり、CSR 所長がプロジェクト・マネジャ

ーを務めているが、2010 年 7 月から、更に、IBAMA 環境保全部（DIPRO）

の環境ゾーニング・モニタリング総合コーディネーターが、同年 11 月から

CSR 副所長が、プロジェクト・マネジャーとして配置されている。現行シス

テムにおいて、環境ゾーニング・モニタリング総合コーディネーターは管理

面、CSR 所長は技術面、CSR 副所長は日常業務の責任者である。 
 実施体制は適切に機能してきたが、これは、ブラジルのアマゾンにおける

違法伐採の取り締まりという共通の目的に両機関がコミットしており、目的

遂行のために ALOS/PALSAR に基づく技術情報が重要であるとの認識でも

一致しているからだといえる。 
3-5-3 プロジェクト管

理7 
1) JCC：R/D によれば、JCC の機能は、（i）プロジェクトの管理・調整に

関する全体的な戦略を協議・決定すること、（ii）プロジェクトの年間計

画をレビュー・承認すること、（iii）プロジェクトの進捗をモニタリン

グ・評価すること、及び（iv）プロジェクトの全体的な管理に関する意

思決定を行うことである。JCC 議長は IBAMA の DIPRO 部長が務める。

プロジェクト開始以来、JCC の会合は 4 回開かれている（2009 年 7 月、

12 月、2010 年 11 月、2011 年 7 月）。プロジェクトの APO が JCC にお

いて協議/承認されたのは第 4 回会合が初めてである。各会合において、

                                                  
7 訳注：PDM 及び PO は JICA の支援するプロジェクトの管理に不可欠なツールであるが、本件において、PDM 及び PO は効果

的に使われてこなかった。R/D 付属の当初 PDM（PDM ver2）については、ほとんどの「客観的に検証可能な指標」が客観的に

検証可能ではなく、また達成度を測るための判断基準が示されていなかった。多くの指標は十分に定義されておらず、成果の

指標の一部は活動と直接リンクしていなかった。一部の指標及び指標入手手段は、プロジェクトによる特定の活動の実施を必

要とするが、関連活動が PDM に記されていなかった。さらに、PO は事前調査時に作成されず、プロジェクト開始後も、中間

レビューまで策定されていなかった（活動はおおむね専門家の業務計画書に基づいて行われていたが、同計画書は必ずしも PDM
との整合性がなかった）。また、JICA に対する半期進捗報告書も作成/提出されていなかった。上記モニタリングの過程で、こ

れらの課題は見過ごされてきた。このため、中間レビュー時の関係者による一連の協議を通じて PDM が見直され、PO が作成

されるまで、すべての関係者が全体的な実施プロセス及び活動の進捗状況、またプロジェクト目標・成果の達成度について共

通の理解を有することが困難であった。 
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項目 調査結果 （特に言及のない限り 2011 年 11 月 29 日時点） 
M/M が作成され、プロジェクト・ダイレクター、CSR 所長、JICA ブラ

ジル事務所代表、ABC 代表、専門家チーム代表によって署名されてい

る。しかし、M/M の形式が、アジェンダごとに、合意・非合意事項、

取るべきアクションとそのスケジュール、責任者等が明確に整理されて

いれば、より有益であった。 
2) 内部モニタリング：本プロジェクトでは、PDM/PO の活動の進捗及び

PDM の指標の達成度のモニタリングは効果的に行われていない。ア

ド・ホックな会合は必要に応じて開かれているが、日常の活動を体系的

にモニタリングするための定期会合は開かれていない。内部モニタリン

グを強化するために、中間レビューでは、異なるレベルの 4 種類の定期

会合開催を提言に含めたが、この提言は、実施機関間の会合をのぞいて

実行されなかった。実施機関間の会合は 10 月以降、InteliGEO と

INDICAR/SISCOM 間の情報の流れに関する問題解決のために集中的に

開かれたものである。 
3-5-4 内部コミュニケ

ーション 
プロジェクト内のコミュニケーションは、活動の円滑な実施に十分であっ

た。プロジェクトを通して、相互理解・尊敬・信頼が醸成されてきた。  
3-5-5 現地機関との連

携 
プロジェクトは、INPE や CENSIPAM 等の現地機関と連携/協力して実施され

ている。 
3-5-6 実施プロセスに

影響を与えたその

他の要因 

1) 促進要因： 
a DPF の DITEC 部長（プロジェクト・ダイレクター）及び IBAMA

の DIPRO 部長（JCC 議長）のプロジェクト及び衛星画像に基づく

技術情報を利用した違法伐採取締まりに関するイニシアティブと

コミットメントは、プロジェクトの円滑な実施に貢献してきた。 
b DPF 及び IBAMA のプロジェクト・スタッフは、非常に協力的で、

モーチベーションが高く、勤勉である。 
2) 阻害要因：  

a ALOS の予期せぬ運用停止がプロジェクトに与え得る影響につい

て、実際にそれが起きるまで、十分に分析されなかった。 
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第４章  評価結果 

 

４－１  評価 5 項目による分析 

４－１－１  妥当性：高い 

項目 評価  

（1）必要性  

1）ブラジル及びター

ゲット・グループ/
実施機関のニーズ

との整合性 

 上位目標 （「衛星画像に基づく違法伐採に係る技術情報を基に、取り締まり

が強化される」）及びプロジェクト目標（「ALOS/PALSAR 画像に基づくブラジ

ル・アマゾンにおける違法伐採に係る技術情報が取り締まりのために提供され

る」）はブラジル及びターゲット・グループ/実施機関のニーズに合致している。

① 森林面積が広大であること、またアクセスが困難な地域が多いことから、

ブラジル政府は 1970年代より森林伐採のモニタリングに衛星画像を利用し

てきた。2004 年には、大統領令 3 号（2003 年）に基づき、13 省庁が共同し

て実施している「森林伐採・火災の防止・抑制行動計画（PPCDAM）」にお

いて、ほぼリアルタイムで森林伐採状況を捉える衛星モニタリングシステ

ムである DETER（リアルタイム森林伐採発見）が導入された。 
② 光学システムを利用する衛星画像を通したモニタリングは、1 年のうち 5

カ月近く雲に覆われているアマゾン地域の森林の状況の把握には限界があ

るが、ALOS/PALSAR 画像を利用することにより、雲の下の状況を把握す

ることが可能になる。  
③ DPF は、2007 年以降、アマゾン地域の違法伐採取り締まりを目的とする「火

のアーク（Arch de Fogo）」作戦を組織的に展開しているが、従来、違法伐

採を含む環境犯罪の鑑定書作成に衛星画像を利用している。本プロジェク

トを通して、ALOS 画像（アーカイブを含む）は、鑑定書の多時期分析に

おける証拠として有効であることが明確になった。 
④ IBAMA はブラジルにおいて、環境モニタリングの調整を担当しており、

CSR のミッションは、地理的処理技術・方法を使って、環境情報を生産・

体系化・管理・提供することである。さらに、IBAMA は、PPCDM 第 2 フ

ェーズ（2009 年～2011 年）において、「衛星レーダ画像（ALOS）を使った

森林伐採検出システムの開発」及び「DETER 及び ALOS システムを通して

作られたポリゴンによる森林伐採取り締まり強化」の責任機関である。 
⑤ ALOS は予期せぬ電力異常によって 2011 年 4 月に運用が停止されたが、ブ

ラジリアン・アマゾンの森林モニタリングにおける ALOS/ALOS-2 画像の比

較優位性は変わらない。 

（2）優先度  

1）ブラジルの国家開

発計画・政策との

整合性 

上位目標はブラジルの国家開発計画と整合性がある。 
 ブラジル政府の最新の多年度計画（2011 年～2015 年）の生産的開発及び環

境政策プログラムにおいて、森林伐採及び森林火災の防止とコントロール

は主要課題として挙げられている。  
2）日本の ODA 政策

との整合性 
上位目標は日本の ODA 政策と整合性がある。 
① 日本政府の ODA 大綱によれば、「地球温暖化及び環境問題」は優先課題の

1 つである。  
② 日本政府の中期 ODA 政策（2005 年）において、環境セクターは国際協力

における最重要セクターの 1 つとされている。 
（3）手段としての適

切性 
 

1） 日本の技術的優位

性 
日本の技術的優位性は存在する。 
 ブラジル側のプロジェクト・スタッフの専門家チームへの評価及び彼らの

技術能力の向上度にかんがみ、ALOS/PALSAR 画像を利用した森林伐採モニ
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項目 評価  

タリングにおいて、日本の技術的優位性はあることが確認された。  

 
４－１－２  有効性： 高い 

項目 評価  

（1）プロジェクト目

標の達成状況と

成果の貢献度 

 2011 年 4 月の ALOS 運用停止によって一部指標は客観的な検証が不可能であ

るが、プロジェクト目標は、技術的にはほぼ達成されており、プロジェクト終

了までに実質的に達成されるとみられる（詳細は第３章「３－３ プロジェク

ト目標の実績」を参照）。 
 また、成果はプロジェクト目標の指標の達成のために必要十分なものであり、

プロジェクト目標と成果の間には論理的整合性が存在する。成果は、現時点で

その達成度に違いはあるが、それぞれプロジェクト目標の達成に貢献してきた。

（2）外部条件 ① 外部条件 A （「DPF 及び/あるいは IBAMA にプロジェクト実施に影響を与

えるような大幅な組織変更がない」）：これまでのところ、プロジェクトに

不利な DPF 及び IBAMA の組織変更はなく、外部条件は満たされている。

② 外部条件 B（「DPF 及び/あるいは IBAMA の衛星モニタリング予算が大幅に

減少しない」）：これまでのところ、満たされている。 
③ PDM に記載されていない外部条件：設計寿命の 5 年を超えた ALOS の継続

的運用は、プロジェクト目標の達成に不可欠だが、プロジェクトではコン

トロールできない条件であった。 
（3）その他の促進・

阻害要因 
特になし。 

 
４－１－３  効率性：中程度 

項目 評価  

（1）成果の産出状況  指標の達成度及び活動の進捗度から判断すると、成果は、おおむね計画どお

り達成されつつあると考えられる。（詳細は第３章「３－２）及び「３－３」参

照） 
 
① 成果 1：森林伐採発見手法（判読ガイド、森林分類ツール、変化発見ツール）

は既に開発され、改良は 2012 年 3 月までに完了する見込みである。IBAMA
用の森林伐採地発見技術マニュアルは既に作成/承認され、環境分析官が利

用できるように SISCOM にアップロードされている。DPF 用の ALOS 画像

を用いた鑑定書作成技術マニュアルの初版も作成/承認され、犯罪科学捜査

官が利用できるように InteliGEO にアップロードされている。これら技術マ

ニュアルは 2012 年 3 月までに更新され、同年 4 月までに SISCOM 及び

InteliGEO にアップロードされる見込みである。成果 1 はほぼ産出されてお

り、プロジェクト終了までに産出される見込みである。 
② 成果 2：DPF の情報共有メカニズムである InteliGEO は、2010 年 11 月に、

全国の犯罪科学捜査官に正式に公開された。ALOS/PALSAR 画像を利用/参
照した違法伐採に関する鑑定書は作成されてから 1 週間以内（2 日以内）に

InteliGEO にアップロードされ、他の犯罪科学捜査官に共有されている。ま

た、InteliGEO の直近 6 カ月間の純アクセスは、その前の 6 カ月間に比べて

5%以上（163%）増えた。一方、法定アマゾン 9 州の IBAMA 地方事務所は、

2009 年 12 月以降、本部の INDICAR/SISCOM とリンクされており、IBAMA
の調査によれば、ALOS の最終 3 サイクルにおいては、全事務所が

INDICAR/SISCOM に最低 1 度はアクセスし、アップロードされた森林伐採

地情報を活用した。成果 2 はほぼ達成されており、プロジェクト終了まで

に、実質的に産出される見込みである。 
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項目 評価  

③ 成果 3：IBAMA/DPF を対象とした ALOS/PALSAR 画像の一般的利用に関す

る基礎・上級コースが、IBAMA により開発された。DPF 専用コースについ

ては、国家警察学校のオンライン研修プログラムに組み込まれることを想

定した研修コースの開発が計画されており、2012 年 4 月開講を目指して作

業が進められている。プロジェクト期間中合計 6 回の研修が予定されてい

たが、これまで、4 回の研修（IBAMA/DPF 対象基礎コース 3 回、上級コー

ス 1 回）が実施され、60 名（DPF 犯罪科学捜査官 28 名、IBAMA 環境分析

官 32 名）が IBAMA の研修修了証書を受領した。第 2 回上級コースは ALOS
の運用停止により中止になったため、特に IBAMA の研修参加者が計画より

少ない結果となるだろう。これまで、体系的なモニタリング・評価は行わ

れていないが、プロジェクト終了までには、これまでの研修の評価をまと

めて行う予定である。成果 3 は半ば達成されており、プロジェクト終了ま

でにはほぼ達成される見込みである。 
（2）外部条件 ① 外部条件 A：「主要なプロジェクト・スタッフが他機関・部署に異動しな

い」）：DPF のプロジェクト・マネジャーは 2009 年 12 月に国立警察学校に

異動になったが、後任として、計画段階からプロジェクトに関与していた

人物が即時に任命された。また、IBAMA のプロジェクト・マネジャーにも

交代があったが、後任は即時に任命されている。 
② PDM に記載されていない外部条件： 設計寿命の 5 年を超えた ALOS の継

続的運用が、プロジェクト目標の達成に不可欠だが、プロジェクトではコ

ントロールできない条件であることが明らかになった。 
（3）投入の適切さ  

1）ブラジル側  

（a）プロジェクト・

スタッフ 
① タイミング・期間・人数：  

 おおむね適切。   
 情報共有/伝達分野（成果 2）において、DPF では、2010 年 3 月まで情報

技術（IT）を専門とするスタッフが配置されなかった。それまでのプロ

ジェクト活動は、主として、IT を専門としない DPF の既存のプロジェク

ト・スタッフが、IBAMA の IT スペシャリストや専門家チームの支援を

受けながら行った。時には、DPF は地方事務所所属の IT スペシャリスト

を一時的（1 カ月程度）に本部に呼び寄せたこともあった。情報共有/伝
達分野（成果 2）において、DPF、IBAMA では、現在、各 1 名の IT スペ

シャリストがプロジェクトに配置されている。DPF のスペシャリストは

InteliGEO 関連の職務に専念しており、また、DPF では、必要に応じて、

地方事務所のスペシャリストを配置している。 
 情報共有/伝達分野（成果 2）において、現在、CSR/IBAMA には、IT を

専門とするスタッフがいない。さらに、プロジェクト活動にパートタイ

ムで従事してきた現地 IT コンサルタントとの契約も 2011 年 12 月に切れ

る。IBAMA は、必要に応じて IT 部署のスペシャリストを派遣している

が、INDICAR/SISCOM の改善に不可欠な地理的情報処理に精通した常勤

の IT スペシャリストが CSR に配置されればより効率的である。 
② 質：  

 関連する分野・経験、適切な技術レベルを有する技術スタッフが配置さ

れた。また、彼らは勤勉であり、担当業務に対して、献身的である。  
（b）建物・施設 ① タイミング、量： 

 土地・施設：プロジェクトに必要な土地・施設はタイムリーに提供され

てきた。 
 プロジェクト・オフィス：プロジェクト開始以来、ブラジリア市の IBAMA

本部内の一室がプロジェクト・オフィスとして提供されている。また、

DPF においても、必要に応じて、専門家の執務スペースが提供されてい

る。 
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項目 評価  

② 質：適切。  
（c）事務・運営費 総じて、プロジェクトの実施に必要な額がタイムリーに支出された。 

 
2）日本側  

（a）専門家 ① タイミング、期間、人数： 
 JICA が承認した年間計画どおりに、4 分野の専門家が派遣されている。  
 2011 年 4 月の ALOS 運用停止の影響で、2011 年から 2012 年の派遣期間は

26%削減された。プロジェクトへの悪影響が最小限に抑えられたのは、専

門家不在期間中、DPF 及び IBAMA が自分たちの予算及びそれまでに移転

された技能・知識を使って、活動を継続したからである。また、専門家達

も、電子メール等を通じて、インフォーマルな技術的助言を行った。 
② 質、分野：  

 適切な分野、経験、技術レベルの専門家が派遣された。また、プロジェク

ト・スタッフの技術的質問に回答することをいつでも厭わない、プロジェ

クト・スタッフにとってアクセスしやすい専門家である。 

（b）本邦研修 ① タイミング、期間、人数：  
 適切な人数のプロジェクト・スタッフがタイミングよく本邦研修に派遣

された。 
② 分野、内容、質：  

 ALOS データ利用に関するリモートセンシング、及び Web-GIS に関する

研修が実施された。研修の分野、内容、質はプロジェクトのニーズに合

致しており、評価団がインタビューを行ったすべての元研修員が、それ

らに高い評価を与えている。 
③ 活用：  

 研修員はすべてプロジェクトに直接参加しているプロジェクト・スタッ

フである。DPF の研修員は、研修で得た知識・スキルをプロジェクトの

活動に十分に活用している。IBAMA の研修員は 2011 年 4 月に ALOS 運

用を停止するまでは同様に研修で得た知識・技能を十分に活用してきた

（これらの知識・技能は、ALOS-2 が打ち上げられ、ScanSAR 画像の提

供が再開されれば、再び活用されることになろう）。 
④ その他：  

 DPF 及び IBAMA のプロジェクト・スタッフの一部は、プロジェクト開

始前に、JICA の集団研修（リモート・センシング分野）に参加した。同

研修は JICA の通常研修であり、本プロジェクトに特化したものではな

かったが、本邦研修を計画するにあたっては、同研修の参加者のコメン

トが反映されており、本邦研修の効率性を高めるのに貢献したといえる。

（c）機材供与 ① タイミング：  
 適切さは中程度である。 
 成果 1 及び成果 3 関連の機材は計画どおり調達されたが、成果 2 関連の多

くの機材は調達が遅れた。DPF の情報共有メカニズム（InteliGEO）の開発・

本格運用に必要な機材は、世界的経済危機に起因する供給不足のために調

達が遅れ、最後の機材が納品されたのは 2010 年 10 月であった。DPF の犯

罪科学捜査官の鑑定書作成に必要な ALOS/PALSAR の高画質画像も、手続

き上の理由で、納品が 2010 年 8 月まで遅れた。ただし、DPF 及び専門家チ

ームの努力、並びに IBAMA の機材の臨時貸与（無償）により、成果の産

出への悪影響は最小限に留められた。 
② 量、質、品目、スペック：  

 量、質、品目は適切であった。また、スペックも総じて適切である。 
③ 運転・保守管理：  

 これまで、機材の保守管理は適切になされてきている。   
④ 活用：  

 すべての機材はプロジェクト実施に活用されている。 
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項目 評価  

（e）ローカルコスト ① タイミングと量：プロジェクト活動に必要な額がタイミングよく支出され

た。 
② その他：ローカルコストによって雇用されている現地スタッフが、プロジ

ェクトの効率的な実施に貢献している。  
（4）前提条件 ① 前提条件 A（「ALOS/PALSAR 画像（ScanSAR 画像）が、JAXA と IBAMA

の協定に基づき、JAXA によって提供される」）： 
 ALOS/PALSAR 画像（ScanSAR 画像）は JAXA と IBAMA の協定に基づ

き、JAXA によって提供されている。 
② 前提条件 B （「DPF 及び IBAMA が、プロジェクト共同実施協定を結ぶ」）：

 当初計画されたような共同実施協定は結ばれていないが、プロジェクト

は DPF と IBAMA の緊密なパートナーシップによって実施されている。な

お、DPF と IBAMA では、組織単位の包括的な協力協定締結に向けた手続

きを開始している。 
（5）他プロジェクト

との連携 
① 他の JICA プロジェクト/スキームとの連携 

 第三国研修：プロジェクトは INPE 及び IBAMA 共催の「熱帯雨林モニタリ

ング中核人材育成コース」（2010 年～2013 年）と連携している。2010 年

11 月に開催された研修では、IBAMA のプロジェクト・スタッフが、プ

ロジェクトや森林伐採発見における ALOS/PALSAR 画像の利用につい

て、講義を行った。  
（6）その他の促進・

阻害要因 
特になし 

 
４－１－４  インパクト：中程度 

上位目標はプロジェクト終了から 3 年後には達成される見込みである。既にさまざまな正の

インパクトが確認されており、今後、さらに発現することが期待される。負のインパクトは確

認されておらず、予測されない。 

項目 評価  

（1）上位目標

レベルの

インパク

ト 

 

1）上位目標の

達成見込み 
 上位目標の指標は「雨期（雲が多い月間）において、作成されたモニタリング課題

に基づいた取締り件数が増加する」である。プロジェクト終了から 3 年以内には、違

法伐採に関する取り締まりは、以下の理由により、衛星画像の技術情報に基づいて強

化される見込みである。 
① プロジェクトを通して開発された手法及び習得された技術は、IBAMA が、ブラジ

ル・アマゾン地域において、雨期の厚い雲の下の森林の状況をモニタリングする

ことを可能にした。プロジェクト終了までには、技術的には ALOS から ScanSAR
画像を受信してから 5 就労日以内に、関連地方事務所に対して取締に必要な森林

伐採情報（ポリゴン）を提供することが可能になる見込みである。ALOS-2 のセ

ンサのスペックから判断すると、本プロジェクトの手法及び技術は、若干の修正/
更新が必要になるかもしれないが、ALOS-2 にも適用可能である。  

② ALOS/PALSAR の高画質画像及び InteliGEO を利用することにより、DPF は、よ

り多くの情報源・より正確で最新の情報をもって、違法伐採に関する、より質の

高い鑑定書を裁判に提出することが可能になった。 
 

注： 中間レビューの提言及び現行 PDM の注意書きによれば、上位目標の指標は 2011 年前半

に協議・明確化されることになっているが、これらの作業は行われなかった。指標が十分に詳

細でなく、具体的な計画値もないため、正確な達成度を予測することは不可能である。 
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2）外部条件 ① 外部条件 A （「取締まりのための予算とスタッフが大幅に減少しない」）：ブラジ

ル政府にとって、アマゾン地域の違法伐採取り締まりは優先事項の 1 つであるこ

とから、外部条件は満たされると思われる。 
② PDM に記載されていない外部条件：ブラジルでは、現在、「自然環境保護におけ

る連邦政府、州政府、連邦区政府、及び市政府間の協力」に関する法案が大統領

による決裁に向けて最終化されつつあり、「DPF 及び IBAMA のアマゾン地域の取

り締まりにかかる権限が大きく変わらない」ことが、上位目標達達成に必要だが

プロジェクトではコントロールできない外部条件であると特定された。また、

「ALOS-2 の打ち上げが現行スケジュール（2013 年 8 月）より大幅に遅れない」

も上位目標の外部条件として特定された。 

（2）その他の

インパク

ト 

<既に観察されている正のインパクト> 
① ALOS/PALSAR 画像の利用により、ブラジルのアマゾン地域の衛星モニタリング

が 1 年中可能になった。 
② IBAMA は、2011 年 4 月の ALOS 停止までに、ALOS/PALSAR 画像（ScanSAR 画

像）及びプロジェクトの改善した INDICAR/SISCOM を利用して、2,000 以上の森

林伐採地を発見した。 
③ IBAMA のプロジェクト・スタッフは、2011 年 4 月の ALOS 停止前、アマゾン以

外の地域でも ALOS/PALSAR 画像（ScanSAR 画像）を利用した森林伐採地発見を

始めていた。 
④ IBAMA の CSR 所長（プロジェクト・マネージャー）が、第 1 回ラテンアメリカ

地理空間フォーラム（2011 年 8 月）、第 3 回環境分析における GIS 利用ワークシ

ョップ、第 5 回地理技術及びリモートセンシングに関するリージョナル・シンポ

ジウム（2011 年 11 月）において行ったプレゼンテーションにより、ブラジル及

びラテンアメリカの科学コミュニティにおいて、森林伐採発見における

ALOS/PALSAR 画像の有用性に対する認識が高まった。 
⑤ IBAMA が開催した ALOS/PALSAR 画像の一般的利用に関する第 2 回及び第 3 回

基礎研修及び第 1 回上級研修には、DPF の他部署及び他機関から計 10 名〔INC 鑑

定エンジニアリング・セクション（SEPENA）から 2 名、DPF 航空センター（CAOP）
から 2 名、ブラジル森林局 （SFB）から 1 名、CENSIPAM から 5 名〕が参加し、

ALOS/PALSAR 画像の利用に関する技能・知識を習得した。 
⑥ DPF 情報共有システムである InteliGEO の構築により、ブラジル中の犯罪科学捜

査官が、鑑定書作成に有益な情報を入手できるようになった。犯罪科学捜査官は

情報を得るのにもはや複数の情報源にあたる必要がなくなり、1 カ所（InteliGEO）

だけですむようになった。また、最新の情報を容易に得られるようになった。 
⑦ InteliGEO の利用は他の鑑定分野にも拡がりつつある。例えば、DPF が国連薬物

犯罪事務所（UNODC）の支援を受けて実施中のマリファナ作物取締まりプロジェ

クト（SIGMA プロジェクト）及び薬物化学プロファイリング・プロジェクト

（PEQUI プロジェクト）が、薬物取締まりへの InteliGEO の利用に関心を示して

いる。 InteliGEO の拡張にあたっては、利用に関心をもつ者が、財政及び/あるい

は技術資源を提供することになっており、SIGMA 及び PEQUI プロジェクトは既

に 2 台のサーバー・コンピューター、1 台のストーレージ等を提供している。 
⑧ 2011 年には、InteliGEO の新たなスポンサーとして、科学技術省傘下の研究・プ

ログラム財団（FINEP）8が現れた。FINEP は、InteliGEO のハードウェア、ソフト

ウェア、開発及び情報管理に対して資金を提供した。FINEP はさらに、ALOS の

運用停止による画像供給のギャップを埋めるための、ALOS 以外の新規衛星画像

（2011 年 9 月及び 10 月、～2,000 km2 の高分解度画像）購入にも資金を提供した。

⑨ InteliGEO は、現在、国家鉱物生産局（DNPM）とのデータベースとリンクされて

おり、DPF は、連邦犯罪である違法採掘取締に必要な採掘ライセンス情報を 1 週

間遅れで入手することが可能になった。 

                                                  
8 Financiadora de Estudos e Projetos 
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⑩ DPF のプロジェクト・スタッフは、2010 年、SIGMA プロジェクトに配置されて

いる 10 名の犯罪科学捜査官を対象として、ALOS/PALSAR の高画質画像の利用を

含む GIS/リモートセンシング研修（15 日間）を開催した。この研修においては、

IBAMA 及び専門家チームの同意の下、プロジェクトによって開発されたカリキュ

ラム・教材が活用された。また、2011 年には、20 名の犯罪科学捜査官を対象とし

た同様の研修コースを 2 回開催した。さらに、国家警察学校の将来の教員に対し、

InteliGEO の利用と ALOS 画像の利用可能性に関する研修を行った。 
⑪ InteliGEO の強化は、DITEC/DPF の戦略計画に含まれた。 
⑫ IBAMA によれば、ブラジルのアマゾン地域の森林伐採地域はこの 2 年間で 40％

減少しているが、これには、一部、ALOS/PALSAR 画像及び INDICAR/SISCOM を

利用している IBAMA スタッフの努力も寄与している。 
⑬ DPF 及び IBAMA のトップが、犯罪防止と取り締りにおける ALOS を使った技術

の可能性を認識するようになった。 
 

<予測される正のインパクト> 
① InteliGEO は DPF にとって、すべての種類の連邦犯罪用の地理情報加工システム

になる可能性がある。  
 

<負のインパクト> 

 負のインパクトは確認されておらず、予測されない。 

 
４－１－５  持続性：中程度 

持続性は、（i）ALOS-2 の打ち上げスケジュールが大きく遅延せず、（ii）アマゾンにおける

DPF と IBAMA の取り締まり権限が大きく変わらず、（iii）DPF が ALOS/ALOS-2 の画像の調達

に必要な予算を確保できれば、担保される見込みである。 

項目 評価  

（1）組織・制度

面 
 

1）政策的・法的

支援 
 衛星画像に基づく技術情報を利用した違法伐採取り締まりに対する政策的・法的

支援は今後も継続すると見込まれる。なお、現在、自然環境保護における連邦政府、

州政府、連邦区政府、及び市政府間の協力についての下院法案が大統領による認可

のために最終化されつつある。今後の進展が自立発展性に与える影響に注意を払う

必要がある。 
2）組織戦略  DPF 及び IBAMA は、それぞれ、プロジェクト後に関する組織戦略（ALOS 画像の

活用、情報共有・伝達メカニズム、及び環境分析官・犯罪科学捜査官の研修分野）

をプロジェクト終了までに策定する予定である9。  
3）プロジェク

ト・スタッフ

の配置 

 DPF のすべてのプロジェクト・スタッフ及び IBAMA のほとんどのプロジェクト・

スタッフは連邦政府の正規職員であり、雇用は保証されている。また、彼らはプロ

ジェクト終了後も、引き続き関連ポストに配置され、プロジェクトで得た知識・ス

キルを職務に活用し、プロジェクトの効果を維持することができると思われる。 
4）管理運営能力  DPF の INC 及び IBAMA の CSR はどちらもプロジェクト活動を重大な支障を生じ

ることなく運営管理しており、プロジェクト終了後も、関連活動を独力で運営管理

していけると思われる。  
5）関連機関との

連携 
① DPF と IBAMA：当初計画されたような共同実施協定は結ばれていないが、プロ

ジェクトは DPF と IBAMA の緊密なパートナーシップによって実施されており、

                                                  
9 2011 年 12 月の JCC で承認された 2012 年の APO（～6 月）によれば、ポスト・プロジェクトに関する組織戦略は、プロジェ

クトの作成する Terminal Report に含まれ、6 月の最終 JCC において検討される予定である。 
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この関係はプロジェクト終了後も維持されると思われる。なお、DPF と IBAMA
においては、組織単位の包括的な協力協定締結に向けた手続きが開始されてい

る。 
② 他機関：プロジェクトの活動は INPE や CENSIPAM といった現地機関との連携

の下、行われてきた。この連携はプロジェクト終了後も継続すると期待される。

（2）財政面  これまでのところ、DPF 及び IBAMA はプロジェクト活動実施に必要な予算を措

置してきた。また、プロジェクトを現場レベルで担当している DPF の INC 環境犯罪

科学セクション（APMA）及び IBAMA の CSR に対する予算は、両機関のアマゾン

地域の違法伐採取り締まりに対するコミットメント及び取り締まりへの衛星画像の

利用に関する組織的関心を反映して、増加している。 
 DPF については、既に、InteliGEO の拡張に際して、関心をもつ部署（薬物取締ま

り部署を含む）から財政的（及び技術的）資源の動員を開始している。一方で、プ

ロジェクト期間中は日本側が調達している ALOS/PALSAR の高画質画像に関する予

算確保については、最近、割引価格が設定されている研究目的画像の購入可能数が、

1 機関あたり年間 50 シーンに制限されたこともあり、不透明である。 
（3） 技術面  
1）プロジェク

ト・スタッフ

の技術能力 

 プロジェクト・スタッフは、専門家チームから最小限の助言を得つつ、プロジェ

クトの活動の計画・実施において主要な役割を果たしており、プロジェクト終了ま

でに活動の継続に十分な技能・知識を備えることができるだろう。 
① 成果 1 （森林伐採発見及び環境犯罪鑑定書作成における ALOS 画像の利用）：

IBAMA 及び DPF のプロジェクト・スタッフは、既に十分な技能・知識を習得し

ている。 
② 成果 2  （情報共有/フロー）：DPFの ITスペシャリストは InteliGEO及び InteliGEO

と地方事務所のリンクを更に改良するための十分な技能・知識を備えている。一

方、IBAMA の CSR には、現在、IT を専門とする職員がおらず、プロジェクト

にパートタイムで従事していた IT 分野のローカル・コンサルタントとの契約も

2011 年 12 月末に終了する。ただし、プロジェクトで開発された

INDICAR/SISCOM の主要アプリケーション（i.e.データベース・マッピング・シ

ステム及び Web サーバー）のソース・コードはオープンであることから、地理

的情報処理に精通した IT スペシャリストが配置されれば、大きな支障なく、業

務を引き継ぐことが可能である。また、これまで専門家チームの主導で行われて

きたエンドユーザー評価の手法についても、2011 年 12 月までに移転される予定

である。 
③ 成果 3 （IBAMA の環境分析官及び DPF の犯罪科学捜査官対象の研修）： IBAMA

のプロジェクト・スタッフは、基礎コースを独力で計画・実施・モニタリングす

る能力を既に習得している。上級コースについても、残り期間に予定されるトレ

ーナー研修（TOT）を通して、十分な能力を得ることができるとみられる。また、

研修コースの評価手法については、プロジェクト終了までに移転される予定であ

る。 
④ ALOS-2 への対応：プロジェクト・スタッフが、2013 年に打ち上げが予定されて

いる ALOS-2 の画像に、将来的な技術支援なしで十分に適応できるかどうかは不

確かである。 
2）移転技術と成

果品の活用と

普及 

全体：これまでに移転された技術・手法及び成果品は現地の技術ニーズ・技術レベ

ルに適合したものである。これまでの実績及び DPF 及び IBAMA からの高い評価を

考慮にいれると、移転技術/手法及び成果品は、プロジェクト終了後も、継続的に活

用/普及されると見込まれる。  
① 成果 1（森林伐採発見及び環境犯罪鑑定書作成における ALOS 画像の利用）： 

 ALOS は 2011 年 4 月に運用が停止されたが、DPF 及び IBAMA は、2013 年

8 月に打ち上げが予定されている ALOS-2 の画像の利用に強い関心を示し

ている。   
 ALOS-2 のセンサのスペックから判断すれば、プロジェクトで開発された
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手法及び技術マニュアルは、多少の修正は必要かもしれないものの、

ALOS-2 に適用可能であると思われる。また、プロジェクトの残り期間で、

INDICAR/SISCOM 及び InteliGEO を ALOS-2 の画像に適合させるために必

要な活動が特定される予定である。 
 プロジェクトを通して、環境分析官 32 名及び犯罪科学捜査官 28 名が、プ

ロジェクト成果品の活用に必要な基礎あるいは上級レベルの技能・知識を

習得した。IBAMA 及び DPF は、プロジェクト終了後も基礎レベルの研修

を実施する予定であり、成果品の活用に必要なリモートセンシングの基本

的知識・技能を備えた人材が継続的に育成される見込みである。  
 プロジェクトで開発された手法や成果品の継続的利用は、ALOS/ALOS-2

の画像が手頃な価格で入手できるかどうかによる。 
② 成果 2（情報共有/フロー）：  

 IBAMA（INDICAR/SISCOM）：INDICAR/SISCOM は森林伐採ポリゴンの作

成・提供に不可欠である。2011 年 4 月の ALOS の運用停止後は、十分に活

用されていないが、INDICAR/SISCOM に蓄積されたデータはインターネッ

トを通じて地方事務所と、また GPS 及び携帯端末を通じて現地スタッフは

容易に入手可能である。さらに、INDICAR/SISCOM には地方事務所から本

部へのフィードバック・システムもリンクされている。ALOS-2 の ScanSAR
画像の提供が開始されれば、IBAMA の情報共有/伝達メカニズムは、再び、

十分に活用されるだろう。 
 DPF（InteliGEO）：InteliGEO の強化は DPF の DITEC の戦略計画に含まれ

ており、プロジェクト終了後の継続的な活用/改良は確保されている。 
 IBAMA 及び DPF 間（INDICAR/SISCOM- InteliGEO）：INDICAR/SISCOM に

蓄積された森林伐採ポリゴン及びALOS画像はDPFが鑑定書を作成するに

あたって有用であることから、IBAMA-DPF 間の情報伝達システムは引き

続き利用されるだろう。  
③ 成果 3 （IBAMA の環境分析官及び DPF の犯罪科学捜査官対象の研修）： 

 IBAMA の基礎コース：IBAMA は、プロジェクト終了後も、基礎コース（リ

モートセンシングの基本的知識・技能及び ALOS/PALSAR の概念の導入を

内容に含む）を継続する予定である10。 
 IBAMA の上級コース：ALOS の運用停止に伴い中止されている上級コース

（ALOS/PALSAR 画像の利用により特化している）については、IBAMA は、

ALOS-2 の打ち上げ前後に再開することを計画している。 
 DPF の基礎コース：DPF は、プロジェクト終了までに、国家警察学校の e

ラーニング・ポータルで採用されているシステムを使って、オンラインの

基礎コースを開発・開講する予定である。同コースは国家警察学校のオン

ライン研修プログラムに組み込まれることが期待されている。 
 ALOS-2 への適用可能性： ALOS-2 のセンサのスペックから判断すると、

プロジェクトの開発した研修コース（カリキュラム・教材を含む）は、若

干の修正が必要になるかもしれないが、ALOS-2 にも適用可能だと考えら

れる。 
3）供与機材の活

用と保守管理 
① 活用： プロジェクトによって供与された機材は十分に活用されている。供与機

材は違法伐採の取り締まりのための衛星画像を用いた技術情報提供に不可欠な

ものであり、プロジェクト終了後も活用されると見込まれる。  
② 運転・保守管理： 供与機材のメーカーにより、運転・保守管理マニュアル（英

語版）が提供されている。DPF 及び IBAMA の技術スタッフは、既に供与機材を

自分たちで運転することができる。供与機材の日常点検・保守は DPF あるいは

                                                  
10 訳注：IBAMA プロジェクト・マネジャー（管理担当）によれば、プロジェクト終了後については、研修を IBAMA の研修プ

ログラムへ組み込むことが選択肢の 1 つとして検討されている。その場合、CSR の関与はコース改良・講義等の技術面が中心

になることが予想される。（プロジェクト期間中は、CSR に配分されたプロジェクト予算で行われ、関連事務作業もプロジェ

クト・スタッフが担当してきた）。 



27 
 

項目 評価  

IBAMA のエンジニアによって行われている。専門家チームによれば、内部では

対応できない不具合が生じた場合でも、現地業者に対応能力があるとのことであ

る。また、ほとんどの機材が現地で調達されたため、部品・消耗品はブラジル国

内で入手可能である。これらを総合すると、プロジェクト終了後の運転・保守管

理には大きな問題はないと思われる。  
 

４－２  結論 

 ブラジル側人員の積極的なコミットメントと日本人専門家チームの支援により、ALOS の予期

せぬ運用停止を除き、プロジェクトは円滑に実施され、計画通りの成果を達成してきた。プロジ

ェクト終了までにプロジェクト目標は技術的には達成される見込みであり、2012 年 6 月に計画ど

おり終了するのが適切である。 

 プロジェクト目標は依然としてブラジルのニーズに合致しており、またアマゾンの森林モニタ

リングにおける ALOS/ALOS-2 の比較優位が認められることから、プロジェクトは現在でも妥当

である。プロジェクト目標は実質的に達成されており、各成果がプロジェクト目標達成に寄与し

たと考えられることから、プロジェクトは有効である。ALOS の運用停止の影響で、プロジェク

ト終了までに研修修了生の目標人数を十分に達成することは困難であるが、ブラジル・日本双方

の協力によりおおむね適切に投入がなされたことから効率性は中程度である。既にさまざまな正

のインパクトが確認されており、今後、さらに発現することが期待される。持続性は、（i）ALOS-2

の打ち上げスケジュールが大きく遅延せず、（ii）アマゾンにおける DPF と IBAMA の取り締まり

権限が大きく変わらず、（iii）DPF が ALOS/ALOS-2 の画像の調達に必要な予算を確保できれば、

担保される見込みであり、中程度である。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１  提言 

５－１－１  短期的提言（プロジェクト終了まで） 

（1）ALOS-2/PALSAR 画像利用に向けた準備（成果 1） 

ALOS-2 打ち上げ後の ALOS-2/PALSAR 画像利用に向け、画像分析・判読に係る情報収集

を行うことが推奨される。係る目的で、プロジェクト期間中に DPF、 IBAMA は

ALOS-2/PALSAR 画像データを迅速に利用するために必要な活動を整理するべきである。 

 

（2）プロジェクト終了後の戦略構築 

ALOS の予期せぬ運用停止がプロジェクトに与え得る影響及び対処策にプロジェクト終了

までに、プロジェクトの効果を持続させるための各成果に対する終了後の戦略を策定するべ

きである。 

 

（3）DPF 及び IBAMA の協定 

現在 DPF 及び IBAMA はプロジェクト終了後の協力関係に係る協定締結に向けて取り組ん

でいるが、プロジェクト終了までに締結に至るよう努力することが望まれる。 

 

（4）PDM の改定 

PDM の上位目標の指標、並びに外部条件の定義並びにターゲットを明瞭にする必要がある。

これらを踏まえ、ブラジルのプロジェクト関係者と日本人専門家との議論に基づき PDM 改

定案（PDM5 案）として修正された。修正された PDM は、2011 年 12 月 2 日に JCC に提出

され、レビュー・承認される必要がある。なお、現在審議されている、違法伐採に係る IBAMA

と州政府の役割分担に関する法案（the Lower House’s Bill No. 1, 2010）の内容を踏まえ、必要

に応じてプロジェクト終了までに上位目標の指標を見直していくべきである。 

   

（5）IT 専門家の CSR/IBAMA への配置 

IBAMA は INDICAR/SISCOM の運用のため IT 専門家を配置し、また関係セクションと協

力することにより、IT 専門家の不足を解消する必要がある。 

 

（6）ALOS/PALSAR 画像の半自動判読技術（成果 1） 

ALOS/PALSAR 画像の 2 時期変化検出技術は違法伐採の発見に要する時間を短縮すること

に貢献している。こうしたことからも現在開発中の半自動変化検出技術はプロジェクト終了

までに IBAMA 向けの技術マニュアルに含めることが望まれる。 

 

（7）トレーニングコースの評価（成果 3） 

過去のトレーニングコースのアンケート結果を分析し、今後のコース改善に役立てるべき

である。 
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（8）事業完了報告書の準備 

事業完了報告書を作成し、最終 JCC において提出される必要がある。レポート内容は PO

とその指標に沿った進捗状況、進行上の課題、プロジェクト終了後の戦略、並びに終了時評

価調査の提言の対応状況を含むことが望ましい。 
 

（9） 定期的会合の開催 

DPF と IBAMA は協力関係の強化とプロジェクト活動のモニタリングのため、日本人専門

家、並びに必要に応じて JICA ブラジル事務所を交え、少なくとも月 1 度の定期的会合を継

続すべきである。プロジェクト終了後、DPF と IBAMA は活動を継続するため定期的に会合

を開くことが推奨される。 

 

５－１－２  長期的提言（プロジェクト終了後） 

（1）プロジェクト成果の普及 

 ブラジル・アマゾン地域の森林伐採地域面積が 2 年間で 40％減少したことにプロジェクト

が部分的に貢献するなど、一定の成果をあげていることから、DPF 及び IBAMA は JICA の

第三国研修等を通じプロジェクトが構築した優れた技術や成果を他国へ普及していくことを

検討していくべきである。 

 
（2）ALOS 画像の継続的利用  
プロジェクト期間中 JICA により供与されていた鑑定書作成用の高分解能 SAR 画像につい

て、DPF はプロジェクト終了後も ALOS 並びに ALOS-2/PALSAR 画像を引き続き取得できる

よう尽力することが求められる。他方、IBAMA についても違法伐採の検出のため必要とな

る ALOS-2 の ScanSAR 画像を得られるよう、特に衛星画像の利用のための IBAMA・JAXA

の協定等の準備を進める必要がある。 

 

（3）ALOS-2/PALSAR 画像の利用に向けた準備 

ALOS-2/PALSAR データの迅速な利用のために必要な準備を進めるべきである。 
 

（4）エンドユーザー調査の継続 
DPF、IBAMA は InteliGEO と INDICAR/SISCOM の更なる改善のため、少なくとも年に一

度エンドユーザー調査を実施すべきである。 
 
（5）リモートセンシングトレーニングの継続  
プロジェクト終了後においても IBAMA はリモートセンシング技術の基礎トレーニングコ

ースを継続していくことが求められる。 

 

５－２  教訓 

ALOS の運用停止は、幸いにもプロジェクト終盤に発生したためプロジェクト活動に大きな影
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響は生じなかったが、衛星画像を活用するプロジェクトでは、衛星の運用停止というリスクに配

慮しあらかじめその対応を検討しておくべきである。 

他方、プロジェクトの活動が他の活動と関わりが強い場合、双方が影響しあいより継続性が増

す場合がある。例えば DPF の InteliGEO は、本件の成果を通じて違法伐採以外の環境犯罪にも効

果を与えており、他のシステムからの投入によって InteliGEO の改善や拡張がなされ、DPF にお

ける多くの活動に強い影響を与えることとなった。 
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団長所感 

 

(1) ブラジル側との合同評価調査において、ブラジル側 3名のうち 2名は中間レビュー時でのメン

バーでもあり、スムーズにかつ効果的に終了時評価を行うことができた。現在、ブラジル国内で、

森林法の改正や、違法伐採取り締まりの地方自治体との連携体制強化の議論が国会で進めら

れており、本件の成果を用いた継続的なモニタリングに大きな期待が表明された。 

 

(2) DPF及び IBAMAの技術者と日本人専門家で構成されるメンバーの努力により、プロジェクト

はほぼ計画どおり進捗している。ALOS 停止に伴って新たなデータによる検証が行うことはでき

ないものの、プロジェクト終了時点では目標は実質的に達成される。それゆえプロジェクトは予定

どおり 2012 年 6 月に終了する。 

 

(3) なお、本評価の直前に訪日した IBAMA 総裁からも、アマゾンの違法伐採の減少が進んでい

る 1 つの要因は本プロジェクトの成果であるとの言及があり、本件は大きなインパクトをアマゾン

の森林保全に与えていることを再認識した。 

 

(4) ALOS-2 が 2013 年 8 月に運用開始予定である。ブラジル側は ALOS-2 のデータを活用する

方針を持っており、運用後速やかにデータを利用できるように、ALOS-2 への技術や人材育成に

かかる対応、プロジェクト終了後の戦略策定など準備を進めることをブラジル側と確認した。 

 

(5) また、今回上位目標（終了後 3 年を目途）の指標について以下のように明確にした。①（現在

ALOS が停止しているなか）IBAMA は本件で開発した手法に基づき ALOS-2 の ScanSAR を含

んだ SAR 画像を用いた違法伐採モニタリングを実施する、②IBAMA は国内に 6 つあるバイオ

ーム（生態区分）のうち、アマゾン以外のバイオームに対しても伐採のモニタリングに適応する、

③DPF は SAR 画像や高分解画像を用いて、毎年 100 件の鑑定書を作成する。 

 

(6) 評価 5 項目については以下のとおり評価した。①妥当性：依然高い。②有効性：ALOS 衛星

画像の提供が停止している中実証はできないが、技術面では有効である。③効率性：適切な投

入がなされ、効率的に実施された。④インパクト：上位目標はプロジェクト終了の 3 年後達成され

る見込みである。多数の正のインパクトが確認された一方、負のインパクトについては確認され

なかった。⑤自立発展性：ALOS-2 の計画どおりの打ち上げ、DPF の ALOS-2 衛星画像購入に

係る予算の確保、DPFと IBAMAの組織・機能上の維持がプロジェクト効果の自立発展の条件と

なる。 

 

(7) 提言については、プロジェクト期間に行うべきもの 9 項目、プロジェクト終了後にブラジル側が
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対応するもの 5 項目を評価レポートに記述した。その上でプロジェクトに説明し、着実に対処する

ことを確認した。提言内容は合同評価レポートを参照されたい。 

 

(8) 上記を含めた評価レポートを日伯それぞれの調査団長で署名し、12 月 2 日に開催された

JCCにおいて報告し、今後プロジェクト及びブラジル側で対処すべき内容を実施することを確認し

た。また PDM の修正についてもプロジェクトより JCC に提案され、承認された。 

 

(9) プロジェクトの活動が他の活動と関わりが強い場合、双方が影響し合うことにより継続性が増

す場合がある。例えばDPFの InteliGEOは、本件の成果を通じて違法伐採以外の環境犯罪にも

効果を与えており、他のシステムからの投入によって InteliGEO の改善や拡張がなされ、DPF に

おける多くの活動に強い影響を与えることとなった。 

 

(10) ALOS の運用停止は、幸いにもプロジェクト終盤に発生したためプロジェクト活動に大きな影

響は生じなかったが、衛星画像を活用するプロジェクトでは、衛星の運用停止というリスクに配慮

し、あらかじめその対応を検討しておくべきであることの教訓を引き出した。



 
 

森林保全／衛星情報解析団員の所感 
 

（1）ALOS-2 に向けた技術的留意事項  
ALOS-2/PALSAR-2 においては、地上分解能 1m から 3m の新たな観測モード（スポットライ

トモード）が加わり、国内外の大規模災害に対して、高分解能かつ広域の観測データを迅速に

取得・処理・配信するシステムを構築し、関係機関の防災活動、災害対応において利用実証を

目指している。ただし、海外におけるスポットライトモードでの観測は、設計寿命 5 年の間に

1 度以上とされており、違法伐採監視の目的にはそぐわない。本プロジェクトで違法伐採監視

に活用してきた ScanSAR モードはALOS/PALSAR では単偏波（HH）での観測であったのに対

して、ALOS-2/PALSAR-2 では 2 偏波（HH+HV）の観測となり、これまで以上に伐採地域の検

出能力が向上することが期待される。2 偏波での観測データの解析にはこれまでと異なる解析

技術が求められることから、追加技術的支援が必要となる。 
ALOS-2 の災害対応時の観測順位については、災害対応が優先されるため、地震、火山噴火

などの災害発生時の観測計画について、あらかじめ実情報収集しておくことが大切である。 
 
（2）今後の衛星案件実施における留意事項 

衛星観測においては、センサの劣化以外にも、軌道投入やシステム立ち上げの失敗、設計寿

命前のシステムの故障によるデータ配信の中止など、必ずしも安定的にデータが得られるわけ

ではない。このようなことから、衛星観測関連の案件を立ち上げる際には、衛星観測センサが

正常に作動していることを確認するのは勿論のこと、利用している衛星センサによる観測が停

止した場合のことを考慮に入れておかなければならない。当該案件を代替センサで開始または

継続することが可能であるかどうか、代替センサがない場合、または、観測方法の大きく異な

るセンサに変更する場合、プロジェクトの実施計画の一部変更により最終目標の達成が可能か

どうか、といった点をあらかじめ検討しておく必要がある。 
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